
 

 

 

 

 

 

 

第２期秋田市営住宅等長寿命化計画 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
令和３年３月 

（令和３年１２月改定） 

（令和４年９月改定） 

（令和５年８月改定） 

 

 

秋 田 市 



 

 

 

  



 

 

目 次 

 

1．
 

2． 長寿命化計画の目的と位置付け ....................................................................... 2 

3． 秋田市の概況.............................................................................................. 5 

4． 公営住宅等ストックの状況 ........................................................................... 10 

5． 市営住宅等に係る上位・関連計画 .................................................................. 21 

6． 市営住宅等における課題 ............................................................................. 24 
 

7． 長寿命化に関する基本方針 ........................................................................... 24 

  



 

 

8．

9． 手法別実施方針 ......................................................................................... 53 

10． 長寿命化のための事業実施予定一覧 .............................................................. 60 
 

11． LCC とその縮減効果の算出 ........................................................................ 73 

 

  



 

 

  



1 

 

はじめに 

秋田市営住宅等長寿命化計画は、以下のフローに従って行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 計画策定の方法（フロー図） 

資料：公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28 年８月改定 国土交通省） 

１０．長寿命化のための事業実施予定一覧の作成 

計画期間における公営住宅等の整備・改善等に係る実施計画を作成する。具体的には、次の様式１～３によ

り、計画修繕・改善事業・建替事業等の実施予定一覧を作成する。 

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 

【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 

【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等） 

２．計画期間の設定 

 公営住宅等長寿命化計画の期間を設定する（10 年間以上）。 

１．公営住宅等長寿命化計画の背景・目的の整理 ３．公営住宅等の状況の

把握・整理 

 

５．長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

事業主体が管理する全ての公営住宅等について、団地別・住棟別状況の把握を行い、公営住宅等の 

 事業手法を選定する。 

（１）対象 

（２）団地別・住棟別状況の把握 

（３）団地別・住棟別の事業手法の選定 

４．長寿命化に関する基本方針の設定 

 ・ストックの状況把握・修繕の実施・データ管理に関する方針 

 ・改善事業の実施による長寿命化および LCC の縮減に関する方針 等 

新規 

整備 

事業 

 

６．点検の実施方針

の設定 

管理する全ての公営

住宅等を対象として、

法定点検や日常点検等

の実施方針を定める。 

建替 

事業 

 

用途 

廃止 

 

維持管理 

計画 

修繕 

改善事業 

（個別改善、全面的改善） 

７．計画修繕の実施

方針の設定 

管理する全ての公営

住宅等を対象として、

計画修繕等の実施方針

を定める。 

８．改善事業の実施

方針の設定 

以下の区分に従って

実施方針を定める。 

【安全性確保型】 

【 長 寿 命化 型 】 

【 福 祉 対応 型 】 

【居住性向上型】 

９．建替事業の実施

方針の設定 

公 営 住 宅 等 に 限 ら

ず、地域の実績に応じ

て、他の住宅について

も記載することが望ま

しい。 

１１．LCC とその縮減効果の算出 

 計画的な維持管理による効率的・効果的な長寿命化の取組を進めるため、長寿命化型個別改善事業を実施する

公営住宅等における LCC の縮減効果を算出する。 
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長寿命化計画の目的と位置付け 

2-1．計画改定の背景 

本市では、「秋田市営住宅等長寿命化計画」を平成 22 年３月に策定後、定期的な見直しを経て、

計画に基づく市営住宅等の維持管理を実施してきました。主な取組としては、平成 26 年度までに

耐震改修を実施し、すべての市営住宅等において耐震性を確保したほか、平成 27 年から平成 30

年にかけて実施した高梨台市営住宅の建替事業では、子育て世帯や高齢者世帯に対応した住宅の整

備を行うなど、ニーズの変化に合わせた取組を実施しています。 

一方、市町合併による市域の拡大とともに増加してきた市営住宅等は、老朽化が課題となってお

り、昭和 40 年代後半から昭和 50 年代前半に建設された簡易耐火構造の手形山市営住宅など、耐

用年限を既に迎えている住宅や今後 10 年以内に迎える住宅が６団地・67 棟となっています。さら

に、旭南市営住宅をはじめとした、昭和 50 年以前に建設された耐火構造のストックなど、耐用年

数の半分（35 年）以上を経過する住棟が約４割（９団地・34 棟）となっています。 

そのような状況のなか、市全体における人口減少等に伴う厳しい財政状況にあっても、十分な安

全性や居住性を備えたストックの形成が求められることから、平成 28 年８月に改定された「公営

住宅等長寿命化計画策定指針（国土交通省）」に基づき、団地別・住棟別の適切な事業手法の選定

や効率的・効果的な維持管理の検討が必要となるとともに、将来の市営住宅需要の見通し等を踏ま

えて、中長期的な展望でのライフサイクルコスト※（以下、LCC）の縮減および事業量の平準化等の

視点による計画の改定が求められています。 

2-2．計画改定の目的 

本市では、令和元年度末現在、昭和 45 年度から平成 29 年度までに建設された 23 団地・169

棟・2,384 戸（23 団地・169 棟・2,384 戸 ※市営住宅：20 団地・152 棟・2,344 戸、特定公共

賃貸住宅：３団地・17 棟・40 戸）の市営住宅等を管理しています。特に市営住宅の入居率はいず

れも８割を超え、高い水準を維持しています。 

今後も安全で快適な住宅を長期にわたって安定的に確保するため、修繕、改善、建替などの市営

住宅等の活用方法を定め、長期的な維持管理を実現します。 

また、予防保全的な修繕や耐久性の向上に資する改善等の計画的な実施により、市営住宅等スト

ックの長寿命化を図り、LCC の縮減につなげるとともに、ストックの有効活用と円滑な更新を図る

ことを目的とします。 

2-3．計画期間 

本計画は中長期的な視点から今後の公営住宅等の在り方を総合的に捉える必要があることから、

令和３年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030 年度）までの 10 年間を計画期間とします。 

なお、社会情勢の変化への対応や事業の進捗状況を勘案し、必要に応じて概ね５年ごとに定期的

に見直しを行うものとします。 

 

 

※ライフサイクルコスト（LCC）：建築物において、計画・設計・施工から、その建物の維持管理、解体・廃棄に至る過

程（ライフサイクル）に要する費用の総額。 
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図 2-1 公営住宅等の位置図（令和２年４月１日時点） 

資料：秋田市住宅整備課 
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2-4．計画の位置付け 

本計画は、「第２期秋田市住生活基本計画（令和３年３月）」の一部として位置付け、整合を図

るものとします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 計画の位置付け 

 

  

第２期秋田市住生活基本計画 

計画期間 令和３年度～令和 12 年度 

・施策の基本方針 

・目標、施策の概要 

・成果指標 

第２期秋田市営住宅等長寿命化計画 
計画期間 令和３年度～令和 12 年度 

住生活基本計画（全国計画） 
平成 27 年度策定 

秋田県住生活基本計画 
平成 28 年度策定 

 

第６～７次秋田市総合都市計画 

秋田市耐震改修促進計画 
 

市の関連計画 

・秋田市公共施設等総合管理計

画 

・第４次秋田市地域福祉計画 

・秋田市環境基本計画 

・第３次秋田市子ども・子育て

未来プラン 

・第９次秋田市高齢者プラン 

・第５次秋田市障がい者プラン 

・秋田市中心市街地活性化基本

計画        など 

 

第 13～14 次秋田市総合計画 

【実施計画】 

秋田市地域住宅計画 

秋田市社会資本総合整備計画(地域住宅分野) 

住宅施策の展開 
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秋田市の概況 

3-1．人口・世帯数 

人口・世帯の推移 

・秋田市の人口は都市化に伴う人口集中により増加してきましたが、近年は減少に転じ、令和元年

12 月末時点の人口は 305,625 人となっています。 

・世帯数は増加傾向にあり、令和元年 12 月末時点の世帯数は 136,628 世帯となっています。 

・世帯数は増加しているものの、１世帯あたり人員は減少していることから、世帯規模は縮小傾向

にあります。 

 

 

図 3-1 人口と世帯の推移（各年 12 月 31 日時点） 

資料：秋田市情報統計課 

  

323,540 322,403 321,631 319,976 318,367 315,383 313,144 310,634 307,940 305,625
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人口 世帯数 世帯人員
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年齢３区分別人口・将来推計人口の推移 

・近年の年齢３区分別人口の推移をみると、年少人口（0～14 歳）および生産人口（15～64 歳）

は減少している一方、高齢人口（65 歳以上）は増加しています。高齢化率は、平成 17 年時点で

21％を超過し、超高齢化社会を迎えており、市街化調整区域や都市計画区域外のエリアで高い傾

向にあります。 

・総人口は今後も減少し続けるものの、本市における人口減少対策の着実な実行を踏まえ、人口の

将来展望を示した「秋田市人口ビジョン（令和３年３月改訂）」では、令和 27 年には 249,039

人と、平成 27 年の約 8 割にまで減少することが想定されています。また、高齢化率については、

10 年後の令和 12 年には 36.4％、20 年後の令和 22 年には 38.9％となることが想定されてい

ます。 

 

  

図 3-2 年齢３区分別人口割合の推移 

資料：国勢調査（平成２年～平成 27 年）・秋田市人口ビジョン（令和３年３月改訂）（令和２年～令和 27 年） 

※総数は年齢不詳を含まない 
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(16.1%)
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(14.4%)
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(13.2%)
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(13.0%)
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(70.2%)

216,535

(69.4%)

216,200

(68.1%)

218,498

(65.7%)

205,301

(63.7%)

186,207

(60.1%)
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人口動態 

・人口の社会増減（転入数－転出数）では転出超過により社会減が続いていますが、令和元年では

転入者と転出者の差が少ないことから、減少幅が縮小しています。 

・自然増減（出生数－死亡数）は、年間 1,000 人以上の自然減が続いており、減少幅が増加傾向に

あります。 

 

 

図 3-3 社会・自然増減の推移 

資料：秋田市情報統計課（平成 27 年～令和元年） 

※各年度の値は年間合計 

世帯の構成 

・主世帯総数は 136,360 世帯となっています。家族類型（「その他」を除く）で最も多いのは、「65

歳未満の単身」で 20.6％（28,070 世帯）、次いで「夫婦と 18 歳以上の者」が 15.0％（20,490

世帯）、「65 歳以上の単身」が 13.6％（18,610 世帯）の順となっています。 

・高齢者のみの世帯は、「65 歳以上の単身」と「高齢夫婦のみ」を合わせて、25.2％（34,370 世

帯）となっています。 

 

 
図 3-4 世帯の型別主世帯数 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 
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夫婦と18歳以上の者 夫婦と18歳未満及び65歳以上の者
その他

総世帯数

136,360
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◆高齢世帯の推移 

・高齢者（65 歳以上世帯員）を含む世帯は増加傾向にあり、特に 65 歳以上単身世帯は 18,610 世

帯と高齢者を含む世帯全体の 31.7％を占めており、平成 20 年の 11,740 世帯と比較して 10 年

間で 1.6 倍となっています。 

・65 歳以上の夫婦世帯も同様の傾向にあり、高齢者のみの世帯の増加が顕著となっています。 

 

図 3-5 高齢世帯の推移 

資料：住宅・土地統計調査（平成 10 年～平成 30 年） 

◆子育て世帯の推移 

・子育て世帯は、世帯数や割合ともに減少傾向にあり、平成 27 年時点で 26,855 世帯と全体の

19.9％となっています。 

 

図 3-6 子育て世帯の推移 

資料：国勢調査（平成 12 年～平成 27 年） 
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子育て世帯割合

1.2 倍 

1.6 倍 



9 

 

◆共働き世帯の推移 

・共働きの子育て世帯は平成 27 年時点で 12,906 世帯となっており、平成 12 年の 12,297 世帯

と同水準を維持しています。 

・そのため、前述の子育て世帯数の減少を踏まえると、子育て世帯に対する共働き世帯の割合は増

加していることが考えられます。 

 

 

図 3-7 共働き世帯の推移 

資料：国勢調査（平成 12 年～平成 27 年） 
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公営住宅等ストックの状況 

4-1．管理状況 

公営住宅等の地域別供給状況 

・市内には市営住宅 2,344 戸、特定公共賃貸住宅（市営）40 戸、県営住宅 1,789 戸、特定公共賃

貸住宅（県営）12 戸、改良住宅（県営）108 戸、合計 4,293 戸の公営住宅等があります。 

・地域別供給バランスは、総世帯数の地域別割合と市営住宅等の地域別割合がほぼ同様になってい

ます。 

・また、最低居住水準未満の世帯も 420 世帯（9.8％）と一定数存在することから、改善が遅れて

いる状況が伺えます。 

表 4-1 地域別市営住宅等戸数（単位：戸）（令和２年４月１日時点） 

  市営住宅 

特定公共

賃貸住宅

（市営） 

県営住宅 

特定公共

賃貸住宅

（県営） 

改良住宅 

（県営） 
合計 

中央地域 505   89   24 618 

東部地域 367   616 12   995 

西部地域 326   294   42 662 

南部地域 451   718     1,169 

北部地域 666   72   42 780 

河辺地域 10 28       38 

雄和地域 19 12       31 

合計 2,344 40 1,789 12 108 4,293 

資料：秋田市住宅整備課   

 

図 4-1 地域別市営住宅等戸数（令和２年４月１日時点） 

資料：秋田市住宅整備課 
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図 4-2 地域別市営住宅・県営住宅の戸数割合と秋田市総世帯数割合の比較（令和２年４月１日時点） 

資料：秋田市住宅整備課 

 
      【公的賃貸住宅数/専用住宅総数】        【公的賃貸住宅数/借家総数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 公的賃貸住宅供給状況 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 

 

 

図 4-4 最低居住面積水準未満の世帯数 

資料：平成 30 年住宅・土地統計調査 
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市営住宅ストックの状況 

・市営住宅は全ての団地・住棟で耐震性が確保（新耐震又は耐震性有）されています。 

・平成 28 年から平成 30 年の建替事業（高梨台市営住宅）により、昭和 40 年代前半に建築された

準耐火構造の住宅はなくなったものの、耐用年限を超える住宅や間近となっている住宅が残存し

ています。 

 

図 4-5 構造別市営住宅数推移（各年４月１日時点） 

資料：秋田市住宅整備課 

※耐火構造：公営住宅法施行令第 1条により建築基準法第 2条 5号もしくは 9号に定める規定のもの。 

簡易耐火構造：公営住宅法施行令の一部を改正する政令（平成 5年政令第 209 号）による改正前の公営住宅法

施行令(昭和 26 年政令第 240 号）第 1条 2号に定める構造。改正後は「準耐火構造」に改められた。 

(構造区分は公営住宅施行令による) 

 

 
図 4-6 建設時期別の市営住宅管理戸数割合（各年４月１日時点） 

資料：秋田市住宅整備課 

      
図 4-7 耐震性能の有無の状況（令和２年４月１日時点） 

資料：秋田市住宅整備課 
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図 4-8 構造別の管理開始年度別管理戸数（住棟別）（令和２年４月１日時点） 

資料：秋田市住宅整備課 

 

 

 

 

図 4-9 年度別構造別の耐用年数経過戸数（令和２年４月１日時点） 

資料：秋田市住宅整備課 
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・市営住宅の応募倍率は年間平均 0.3 倍前後で、地域別に差があります。 

・入居率は全ての市営住宅において 80％以上、全体平均で 91.0％となっており、一定の需要が想

定されますが、他地域と比べて北部地域の入居率が低くなっています。 

 

表 4-2 募集と応募の状況 

 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

募集戸数 応募者数 倍率 募集戸数 応募者数 倍率 募集戸数 応募者数 倍率 

中央地域 17 27 1.6 43 41 1.0 20 49 2.5 

東部地域 73 41 0.6 83 74 0.9 20 20 1.0 

西部地域 20 29 1.5 32 42 1.3 55 22 0.4 

南部地域 82 41 0.5 117 18 0.2 105 26 0.2 

北部地域 241 24 0.1 259 23 0.1 222 24 0.1 

河辺・雄和 

地域 
8 5 0.6 5 1 0.2 6 3 0.5 

市全体 441 167 0.4 539 199 0.4 428 144 0.3 

資料：秋田市住宅整備課（平成 29 年度～令和元年度） 

※各年度の値は年間合計 

 

 

特定公共賃貸住宅ストックの状況 

・現在、12 棟 40 戸の中堅所得者向けの特定賃貸住宅を管理しています。特定優良賃貸住宅の供給

の促進に関する法律(平成５年法律第 52 号)第 18 条の規定に基づき、整備した住宅９棟 14 戸、

条例上、特定公共賃貸住宅扱いしている住宅３棟 26 戸です。 

・松渕単身特定住宅を除いた一般ファミリー向けの住宅の、住戸専用面積は 80 ㎡以上となってい

ます。 

・松渕単身特定住宅については、関係機関と連携して利用の促進を図っていくこととしています。 

 

表 4-3 特定公共賃貸住宅の状況（令和２年３月 31 日時点） 

 

資料：秋田市住宅整備課 

  

住宅名 建設年度 構造 棟 戸
住戸専用
面積（㎡）

令和元年度
募集数

令和元年度
応募数

半年以上の
空家戸数

半年以上の
空家率

松渕単身 H3 RC４階建 1 24 33.00 55 0 13 54.17%

松渕一般 H5 木造平屋建 4 4 87.58 0 0 0 0.00%

糠塚一般 H2～H6 木造1～2階建 7 12 80.32～108.88 18 0 4 33.33%

12 40 73 0 17 29.17%合計
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4-2．市営住宅居住者の状況 

入居世帯数・世帯人員 

・市営住宅入居者は 2,133 世帯となっており、入居率は 91.0％です。世帯人員は 4,409 人で、平

均１世帯あたりの人員は 2.07 人となっています。 

 

図 4-10 団地別入居世帯数と世帯人員（令和２年４月１日時点） 

資料：秋田市住宅整備課 

表 4-4 団地別入居世帯数と世帯人員（令和２年４月１日時点） 

住宅名 世帯数 世帯人員 １世帯あたりの人員 管理戸数 入居率（％） 

川尻 179 384 2.15 189 94.7% 

牛島 273 579 2.12 299 91.3% 

牛島清水町 86 194 2.26 90 95.6% 

高梨台 58 128 2.21 60 96.7% 

四ツ谷 291 630 2.16 354 82.2% 

旭南 278 445 1.60 292 95.2% 

横森 105 171 1.63 111 94.6% 

手形山 134 193 1.44 160 83.8% 

高野 29 64 2.21 36 80.6% 

新屋扇町 14 26 1.86 15 93.3% 

高清水 79 172 2.18 88 89.8% 

広面 36 74 2.06 36 100.0% 

外旭川 167 363 2.17 188 88.8% 

茨島 23 38 1.65 24 95.8% 

新屋日吉町 45 96 2.13 51 88.2% 

御所野元町 61 146 2.39 62 98.4% 

松渕 9 28 3.11 10 90.0% 

糠塚 10 33 3.30 12 83.3% 

新波 7 26 3.71 7 100.0% 

新屋比内町 249 619 2.49 260 95.8% 

総計 2,133 4,409 2.07 2,344 91.0% 

資料：秋田市住宅整備課 
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世帯人員別世帯数 

・世帯人員別世帯数は、全体では２人世帯が 793 世帯と最も多くなっています。 

・１人世帯と２人世帯の割合が 50％を超える団地は 20 団地のうち、松渕団地、糠塚団地、新波団

地を除く 17 団地となっています。 

 
図 4-11 団地別入居世帯数と世帯人員（令和２年４月１日時点） 

資料：秋田市住宅整備課 

表 4-5 団地別入居世帯数と世帯人員（令和２年４月１日時点） 

住宅名 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7 人 8 人 9 人 総計 

川尻市営住宅 44 86 34 10 4 1 0 0 0 179 

牛島市営住宅 81 111 52 26 2 1 0 0 0 273 

牛島清水町市営住宅 22 33 21 8 1 1 0 0 0 86 

高梨台市営住宅 20 19 11 4 3 1 0 0 0 58 

四ツ谷市営住宅 91 116 42 33 8 0 0 0 1 291 

旭南市営住宅 160 85 23 5 4 1 0 0 0 278 

横森市営住宅 63 28 6 6 2 0 0 0 0 105 

手形山市営住宅 92 29 9 4 0 0 0 0 0 134 

高野市営住宅 8 10 9 1 1 0 0 0 0 29 

新屋扇町市営住宅 4 8 2 0 0 0 0 0 0 14 

高清水市営住宅 29 22 15 11 2 0 0 0 0 79 

広面市営住宅 10 17 7 1 1 0 0 0 0 36 

外旭川市営住宅 47 67 36 11 6 0 0 0 0 167 

茨島市営住宅 11 9 3 0 0 0 0 0 0 23 

新屋日吉町市営住宅 10 23 8 4 0 0 0 0 0 45 

御所野元町市営住宅 13 25 14 5 3 1 0 0 0 61 

松渕市営住宅 1 2 2 3 1 0 0 0 0 9 

糠塚市営住宅 0 4 1 3 2 0 0 0 0 10 

新波市営住宅 0 2 3 0 1 0 0 1 0 7 

新屋比内町市営住宅 43 97 70 26 10 3 0 0 0 249 

総計 749 793 368 161 51 9 0 1 1 2,133 

資料：秋田市住宅整備課 
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年齢３区分別人口 

・年齢構成は０～14 歳が 14.8％、15～64 歳が 56.9％、65 歳以上が 28.3％となっています。 

・65 歳以上の割合が、松渕市営住宅（0.0％）、糠塚市営住宅（3.0％）で非常に少なくなっている

一方、旭南市営住宅（52.8％）、横森市営住宅（53.8％）、手形山市営住宅（54.9％）で 50％を

超えるなど年齢構成が異なっています。 

 
図 4-12 団地別居住者年齢構成（令和２年４月１日時点） 

資料：秋田市住宅整備課 

表 4-6 団地別居住者年齢構成（令和２年４月１日時点） 

住宅名 0～14 歳 15～64 歳 65 歳以上 

川尻市営住宅 13.5% 59.9% 26.6% 
牛島市営住宅 9.3% 64.8% 25.9% 
牛島清水町市営住宅 24.2% 55.2% 20.6% 
高梨台市営住宅 32.0% 43.8% 24.2% 
四ツ谷市営住宅 17.0% 62.4% 20.6% 
旭南市営住宅 4.7% 42.5% 52.8% 
横森市営住宅 5.3% 40.9% 53.8% 
手形山市営住宅 2.6% 42.5% 54.9% 
高野市営住宅 10.9% 67.2% 21.9% 
新屋扇町市営住宅 7.7% 57.7% 34.6% 
高清水市営住宅 14.0% 57.6% 28.5% 
広面市営住宅 10.8% 51.4% 37.8% 
外旭川市営住宅 11.3% 60.1% 28.7% 
茨島市営住宅 0.0% 73.7% 26.3% 
新屋日吉町市営住宅 7.3% 65.6% 27.1% 
御所野元町市営住宅 18.5% 71.2% 10.3% 
松渕市営住宅 25.0% 75.0% 0.0% 
糠塚市営住宅 36.4% 60.6% 3.0% 
新波市営住宅 30.8% 50.0% 19.2% 
新屋比内町市営住宅 28.3% 55.4% 16.3% 

総計 14.8% 56.9% 28.3% 

資料：秋田市住宅整備課 
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4-3．市営住宅の供給の目標量 

「住宅セーフティネット供給量算定プログラム（国土交通省）」に基づき、表 4-7 のとおり計画

期間（10 年間）に発生する公営住宅等による要支援世帯数を推計し、市営住宅の供給目標量の設

定を行いました。 

現状の市営住宅戸数は、2,344 戸ですが、推計の結果、計画期間における市営住宅の供給目標量

を、現状の市営住宅戸数を維持し、2,344 戸と設定します。 

また、長期的な既存ストックの有効活用を図るため、適切な維持管理や修繕および計画的な建替

を行います。 

 

表 4-7 公営住宅供給の目標量の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和22年 令和32年

Ａ 市営住宅戸数 2,344戸 2,344戸 2,344戸

Ｂ 県営住宅戸数 1,789戸 1,789戸 1,789戸

4,133戸 4,133戸 4,133戸

優先的に配慮すべき低所得者世帯

（令和12年度①+②+ａ．）

公営住宅入居世帯のうち低所得者以外の有資格者世帯

（令和12年度ｂ．）

4,773戸 4,719戸 4,666戸

4,133戸 4,133戸 4,133戸

(市営住宅対象
2,344戸)

(市営住宅対象
2,344戸)

(市営住宅対象
2,344戸)

必要な公営住宅戸数（Ｄ＋Ｅ）

Ｆ
必要な住宅戸数（Ｄ＋Ｅ）を考慮した、維持する公営
住宅戸数

Ｃ：公営住宅数（Ａ＋Ｂ）

2,908世帯(戸)

1,758世帯(戸)

戸数・世帯数

Ｄ 2,999世帯(戸)

Ｅ 1,774世帯(戸)

2,953世帯(戸)

1,766世帯(戸)

令和12年
参考
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推計の結果、目標年次である令和 12 年の主な住宅確保要配慮者のうち、公営住宅の原則階層で

ある収入分位 25％までの世帯は、下図に示す「公営住宅入居世帯」の 3,547 世帯（ａ.＋ｂ.）と

「公営住宅を除く借家に居住する世帯」の 9,783 世帯（①＋②＋（③－１）＋（④－Ａ）＋（④－

Ｂ）＋（④－Ｃ））を合わせた 13,330 世帯となっています。 

しかし、住宅確保要配慮世帯の属性は幅広く、属性や困窮度が異なる多様な人々が混在し、重層

的な構成になっていると考えられることから、まず、真に住宅の確保が困難な住宅確保要配慮世帯

層を優先的に対応することとします。 

上記を前提とした場合、「公営住宅入居世帯」の 1,773 世帯（ａ.）と「公営住宅を除く借家に

居住する世帯」の 1,226 世帯（①＋②）を合わせた 2,999 世帯について優先的に対応するととも

に、「公営住宅入居世帯」の低所得者以外の有資格者 1,774 世帯（ｂ.）も考慮するものとすると、

合計 4,773 戸となります。 

そのため、計画期間である今後 10 年間においては、現状の公営住宅戸数を維持しつつ、真に住

宅に困窮する世帯へ適切に供給するために、高額所得者（ｄ.）や収入超過者（ｃ.）の住替え等を

促進し、適正な管理と適正入居を推進することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-13 著しい困窮年収未満世帯数の推計結果 

資料：住宅セーフティネット供給量算定プログラム 

※収入分位 40％は裁量階層を想定（収入分位 40％以下で事業主体が条例で定める） 

 

 

 

 

居住面積水準 

著しい低年収 

c.収入超過者 

 

a.著しい低年収世帯 

b.a.を除く入居 

有資格者 

 

d.高額所得者 

収入分位 ２５％ 

（公営住宅原則階級） 

収入 

収入分位 ４０％※ 

（公営住宅裁量階級） 

公営住宅を除く借家に 

居住する世帯 

公営住宅入居世帯 

③－２ 

④－Ｃ ③－１ ④－Ａ 

① 

② 

2,073 世帯 

6,292 世帯 1,049 世帯 75 世帯 

238 世帯 

④－Ｂ 
1,141 世帯 

988 世帯 

124 世帯 

1,773 世帯 

1,774 世帯 

156 世帯 
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表 4-8 主な住宅確保要配慮者世帯（公営住宅を除く借家に居住する世帯の推計） 

 
※令和２年度から令和 12 年度は住宅セーフティネット供給量算定プログラムで推計し、令和 22 年度から令和 32 年

度は、令和２年度と令和 12 年度の比率により推計 

 

 

表 4-9 公営住宅入居世帯※5 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 244 世帯 238 世帯 232 世帯 226 世帯

② 1,021 世帯 988 世帯 956 世帯 925 世帯

高齢単身・夫婦のみ世帯 4,034 世帯 3,897 世帯 3,765 世帯 3,637 世帯

障害者世帯※1・※3 2,074 世帯 1,810 世帯 1,580 世帯 1,379 世帯

子育て世帯 566 世帯 553 世帯 540 世帯 527 世帯

外国人世帯※2・※4 28 世帯 32 世帯 37 世帯 43 世帯

③-１　合計 6,702 世帯 6,292 世帯 5,922 世帯 5,586 世帯

高齢単身・夫婦のみ世帯 1,608 世帯 1,552 世帯 1,498 世帯 1,446 世帯

障害者世帯※1・※3 334 世帯 292 世帯 255 世帯 223 世帯

子育て世帯 234 世帯 229 世帯 224 世帯 219 世帯

③-２　合計 2,176 世帯 2,073 世帯 1,977 世帯 1,888 世帯

④-Ａ 77 世帯 75 世帯 73 世帯 71 世帯

④-Ｂ 1,169 世帯 1,141 世帯 1,114 世帯 1,088 世帯

④-Ｃ 1,074 世帯 1,049 世帯 1,025 世帯 1,002 世帯

③-１ ・公営住宅入居資格がある、高齢

（単身・夫婦のみ）、障害者、子育
て、外国人世帯

　（注）（①、②は除く）

注：外国人世帯は③-１のみ該当
③-２

令和2年度 令和12年度

・著しい低年収以上　かつ　最低居住面積水準以上世帯

・著しい低年収　かつ　最低居住面積水準未満の世帯

・著しい低年収　かつ　高家賃負担率により

　最低居住面積水準以上の住戸に居住する世帯

令和22年度 令和32年度

（参考）

・著しい低年収以上　かつ　最低居住面積水準未満世帯

・著しい低年収　かつ　最低居住面積水準以上世帯

※1：障がい者については、民営借家のみ

とする 

※2：単身世帯については、単身高齢者世

帯のみを対象として集計 

※3：障がい者世帯のうち、16.1％は高齢

者世帯と仮定 

※4：永住権のない外国人とする 

※5：公営住宅居住者については、高齢者

以外の単身世帯も、既に入居してい

るものとしてカウントしている 

※6：令和２年度から令和 12 年度は住宅

セーフティネット供給量算定プロ

グラムで推計 

※7：令和 22 年度から令和 32 年度は、令

和２年度と令和 12 年度の比率によ

り推計 

 

a.著しい低年収世帯 1,781 世帯 1,773 世帯 1,765 世帯 1,757 世帯

b.a.を除く入居有資格者 1,782 世帯 1,774 世帯 1,766 世帯 1,758 世帯

令和2年度

c.収入超過者 157 世帯

d.高額所得者 124 世帯 124 世帯 124 世帯 124 世帯

令和12年度
（参考）

令和22年度 令和32年度

155 世帯156 世帯 154 世帯
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市営住宅等に係る上位・関連計画 

本計画の策定にあたり、整合性に配慮する必要のある上位・関連計画の概要を次に整理します。 

 

秋田県住生活基本計画(平成 29 年３月策定) 

主体 秋田県 

計画期間 平成 28 年度から令和７年度まで 

目標 「秋田の元気を創造する住まいづくり」 

 １ 誰にもやさしく、安全で安心できる、秋田の住まいづくり 

 ２ 誰でも居住の安定を確保できる、秋田の住まいづくり 

 ３ 四季を通じて、健康で快適な、秋田の住まいづくり 

 ４ 自然にやさしく、環境に配慮した、秋田の住まいづくり 

 ５ 地域の特性を活かした、個性のある、秋田の住まいづくり 

 ６ コミュニティ豊かで、活力あふれる、秋田の住まいづくり 

基本目標と基本的な施策（抜粋） 

１ 誰にもやさしく、安全で安心できる、秋田の住まいづくり 

 近年、頻発する地震・豪雨などの自然災害や火災などの災害に対する防災・減災対策の推進のほか、

防犯への配慮などにより、居住者の安全性の確保・向上を図ります。 

 また、少子高齢化の進行が著しい本県においては、高齢者が安全で安心して生涯を送ることのでき

るための住宅の供給・リフォームを促進し、介護・福祉サービスや生活支援サービスが利用できる居

住環境の整備を図ります。 

２ 誰でも居住の安定を確保できる、秋田の住まいづくり 

 低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を要す

る者が安定した住生活を営むことができるよう、公営住宅の適確な供給や、民間賃貸住宅への円滑な

入居のための情報の提供等の支援により、居住の安定の確保を図ります。 

 ◇主な施策：公営住宅の計画的な供給、良好な公営住宅のストックの形成 等 

３ 四季を通じて、健康で快適な、秋田の住まいづくり 

 住宅の維持管理やリフォームの適切な実施により、良質で魅力的な住宅として次の世代に承継され

ていく住宅の循環システムを構築し、「長く大切に使う」社会の実現を目指します。 

４ 自然にやさしく、環境に配慮した、秋田の住まいづくり 

 長期優良住宅や省エネルギー対策を講じた住宅、又は、自然エネルギーを利用した住宅の普及促進

により、環境に配慮した良質なストックの形成を図ります。 

５ 地域の特性を活かした、個性のある、秋田の住まいづくり 

 秋田の気候・風土や歴史・文化を活かした住まい・まちなみづくりを推進します。 

 また、地域における主体的な取り組みの支援による、地域特性を活かした魅力ある住まい・まちづ

くりを推進します。 

６ コミュニティ豊かで、活力あふれる、秋田の住まいづくり 

 多様なニーズに対応でき、安心して購入・賃借できる住宅市場の整備によって、既存住宅の活用を

図ります。 

 また、ふるさと秋田への定住支援、子育て世帯に対する支援により、地域コミュニティの沈滞化を

防ぐとともに、街なか居住による賑わいの創出、多世代による活力と魅力あるまちづくりを推進しま

す。 
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第 1４次秋田市総合計画「県都『あきた』創生プラン」(基本構想：令和３年３月策定) 

主体 秋田市 

計画期間 令和３年度から令和７年度まで 

基本理念 ともにつくり ともに生きる 人・まち・くらし 

～ 元気と豊かさを次世代に 人口減少を乗り越えて ～ 

将来都市像 １ 豊かで活力に満ちたまち 

２ 緑あふれる環境を備えた快適なまち 

３ 健康で安全安心に暮らせるまち 

４ 家族と地域が支えあう元気なまち 

５ 人と文化をはぐくむ誇れるまち 

取組の方向性（抜粋） 

２ 緑あふれる環境に備えた快適なまち  政策２ 都市基盤の確立 

○住宅 

住宅ストックの質の向上と有効活用を促進し、まちなかへの居住誘導を推進するなど、良好な住環

境の形成を目指します。 

また、市営住宅等については、計画的な更新や適切な維持管理を行うとともに、多様なニーズに応

え、誰もが安心して住み続けられる環境の確保に努めます。 

 

第７次秋田市総合都市計画（令和３年６月策定予定） 

主体 秋田市 

計画期間 令和３年度から令和 12 年度まで 

まちづくりの

基本的な視点 

（１）視点１ 持続可能な都市構造の形成 

（２）視点２ コンパクトな市街地を基本としたにぎわいのある拠点の形成 

（３）視点３ 風土・文化・自然環境をいかし環境に配慮した緑豊かな都市づくり 

（４）視点４ 市民の暮らしを守る安全・安心な都市づくり 

まちづくりの

基本理念 

暮らしの豊かさを次世代につむぐ 持続可能な活力ある都市 

～「市民の生活」や「地域の文化」を守り、未来へ引き継ぐまちづくり～ 

まちづくりの

目標 

（１）目標１ 市民生活を支える持続可能な多核集約型コンパクトシティの形成 

（２）目標２ 環境の保全・創造による低炭素型まちづくり 

（３）目標３ 多様な資源をいかした緑豊かな都市環境の形成 

（４）目標４ 安全・安心な暮らしを守る生活環境の形成 

将来都市構造 （１）「ゾーン」の形成 

（２）都心機能や居住機能が集積した「都心・中心市街地」「地域中心」の形成 

（３）「選択と集中」や「既存ストックの活用」による拠点間連携交通網の形成 

関連施策（抜粋） 

目標２ 環境の保全・創造による低炭素型まちづくり 

（分野） 

住環境・市街地整備 ・予防保全の観点による公共施設等の計画的な維持管理・修繕等  
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秋田市公共施設等総合管理計画(平成 29 年３月策定) 

主体 秋田市 

計画期間 平成 29 年度から令和８年度まで 

公共施設等マ

ネジメント基

本方針 

◇課題：老朽化の進行   ⇒ 基本方針：計画的な維持保全 

◇課題：厳しい財政状況  ⇒ 基本方針：効率的な施設運営 

◇課題：市民ニーズの変化 ⇒ 基本方針：適切な施設サービス 

公共施設等マ

ネジメント実

施方針 

（１）計画的な維持保全 

 ・点検、診断の継続実施 

 ・計画保全による公共施設等の長寿命化 

  ⇒計画保全型の管理と長寿命化の推進 

防災、環境負荷低減技術等の導入による機能向上 

（２）効率的な施設運営 

 ・運用方法の見直し 

  ⇒人員配置や施設使用料の見直し、国、県、近隣市町との連携推進 

PPP／PFIの活用検討、市民協働による管理運営の効率化 

 ・施設保有量の見直し 

⇒公共施設の集約化、複合化の推進、未利用施設の活用や除却の推進 

ランニングコスト削減の推進 

（３）適切な施設サービス 

 ・市民ニーズの把握 

  ⇒バリアフリー化による機能向上 

利用状況や市民ニーズを踏まえたサービス提供 

 ・施設の再編 

  ⇒地域ニーズを見据えた機能の導入、施設の再配置 

まちづくりと連動した再配置 

施設分類別の

現状と今後の

方向性 

（抜粋） 

◇公営住宅 

◎今後の方向性 

・市営住宅等の活用方法を定めた、平成28年３月に見直しを行った「秋田市営住宅

等長寿命化計画（秋田市住生活基本計画）」に基づき、長期的な既存ストックの有

効活用を図るため、適切な維持管理や修繕を行っていくことが必要である。 

・平成32年の「秋田市営住宅等長寿命化計画（秋田市住生活基本計画）」改定に当た

っては、住宅確保配慮世帯を考慮しつつ、本計画における長期的な施設マネジメン

ト方針と整合性を図る必要がある。 
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市営住宅等における課題 

本市の現況や、市営住宅等の管理状況および入居者状況を踏まえ、市営住宅等に関する課題を整

理します。 

 

１）市営住宅等の老朽化への対応 

市営住宅等の老朽化が進んでおり、手形山住宅など、既に耐用年限を迎えている住宅や計画期

間である今後 10 年以内に耐用年限を迎える住宅が存在しており、安全性および居住性の面での

早急な対応が必要となることから、将来的に必要となるストック量や団地・住棟の劣化状況等に

基づき、建替や用途廃止等について検討を行う必要があります。 

一方、耐用年限まで期間がある団地については、既存ストックの長期的な活用を目指し、改善

や維持管理について事業手法の選定を行い、耐用年限までの活用を図る必要があります。 

２）多様なニーズへの対応 

引き続き、増加する高齢者や障がい者等の住宅確保要配慮者に対応するための住宅の適切な確

保が求められているとともに、高齢化や子育て環境の改善等への対応が必要となっています。 

特に、高齢化のさらなる進行や高齢者のみの世帯が増加していることから、バリアフリー化へ

の対応や、低層階への高齢入居者の移転等による移動負担の軽減のための取組が必要です。 

また、建替や改修を行う際は、子育て世帯向けや高齢者向けの住戸の確保等について検討する

とともに、子育て世代や高齢者世代等の多様な世代が共生できるような環境（交流スペース等）

の導入を検討するなど、多様なニーズへの対応について配慮する必要があります。 

長寿命化に関する基本方針 

総合的な活用に関する基本方針 

① 市営住宅等の主な役割 

総合的な活用にあたり、市営住宅等の主な役割を次のように位置付けます。 

 

１）住宅困窮者への住まいの提供 

公営住宅法の目的を踏まえ、高齢化により増加する高齢者世帯を中心として、住宅に困窮する

低所得世帯の安定した居住の確保のため、一定水準の質が確保された低廉な家賃の住宅を供給し

ます。 

２）家族形成期にある若い世代の本市への定住促進 

若い世代の定住化を促進し、本市の定住人口の確保および活力の維持・向上のため、市営住宅

等を家族形成期にある若年層の持ち家取得を支援する住宅としても位置付けます。 

３）既存市営住宅等の有効活用 

既存市営住宅等のストックを最大限有効活用することとしており、経過年数等により老朽化が

進む住宅の適切な修繕や最小限の建替を行っていきます。 
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② 総合的な活用の基本的な方針 

市営住宅等の主な役割を踏まえ、総合的な活用の基本的な方針を次のように定めます。 

 

１）入居者の安全性、居住水準の確保 

老朽化が進んでいる市営住宅等があるため、修繕・改善、建替、用途廃止等の手法を適切に選

択し、実施することにより入居者の安全性を確保します。 

また、建替や改善の際は、広さ、設備面での一定の水準が確保できるよう配慮するとともに、

多様な入居需要に対応して、家賃負担等に配慮しつつ、過大とならない適切な規模の住宅の確保

に留意します。 

２）計画的な修繕等による長期活用 

市営住宅等を長期に活用していくため、適切な手法を選択し、計画的な修繕を実施します。 

３）高齢者・子育て世帯等の入居者への適切な設備等の対応 

入居者の高齢化等に対応して、団地内、住戸内のバリアフリー化を推進します。また、福祉部

門等との連携方法を検討し、必要に応じて高齢者や子育て世帯等の居住・生活を支える施設やサ

ービス等の整備を促進します。 

４）継続的・効率的な住宅団地の管理 

経過年数の増大に起因し、家賃収入の減少、修繕費の増大により、維持管理に係る収支悪化の

予防・改善のため、適切な建替、用途廃止・団地統合等を実施し、継続的な維持管理ができる家

賃収入を確保します。 

また、市営住宅等の需要や立地バランス、まちづくり等の施策等に配慮しつつ、効率的な市営

住宅等の管理および建替の実現を目指します。 

５）入居者の適正化 

真に住宅に困窮する世帯が入居できるように、収入超過者等に対し、転居先住宅の斡旋支援な

どを行いつつ、明け渡し等の適切な対応を図ります。また、ひとり親世帯、障がい者等のいる世

帯など、民間賃貸住宅で適正な住宅の確保が困難になることが予想される世帯が入居できるよう、

適正入居を推進します。 

６）特定公共賃貸住宅の有効活用 

条例上、特定公共賃貸住宅扱いしている住宅(３棟 26 戸)について、恒常的に空き家が生じて

いる状態であることから、市営住宅扱いとするなど、既存ストックの有効活用のあり方を検討し

ます。 
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③ 長寿命化に関する基本方針 

ストックの状況の適切な把握や修繕、データ管理のための方針と、改善事業の実施による長寿命

化およびライフサイクルコスト（LCC）の縮減に関する方針を次のように定めます。 

 

１）ストックの状況把握・修繕の実施・データ管理に関する方針 

・管理している市営住宅等の整備・管理に関するデータを住棟単位で整理し、データベース化しま

す。 

・市営住宅等の老朽化や劣化による事故等を未然防止に向けて、定期点検および日常保守点検を行

い、長期的な視点に立った予防保全的な修繕管理を実施します。 

・市営住宅等の団地・住棟単位の修繕履歴データを整備し、履歴を確認できる仕組みを構築します。 

２）改善事業の実施による長寿命化および LCC の縮減に関する方針 

・対処療法的な修繕から、予防保全的な維持管理および耐久性の向上等に寄与する改善を実施する

ことにより、市営住宅等の長寿命化を図ります。 

・建物仕様の水準アップ等による耐久性の向上、予防保全的な維持管理の実施による修繕周期の延

長などにより、LCC の縮減を図ります。 

・日常保守点検の充実により、建物の老朽化や劣化による事故等を未然に防ぐとともに、修繕や改

善の計画的な実施につなげます。 

 

公営住宅ストックの事業手法の選定 

8-1．計画の対象 

本計画に位置付ける対象住宅等は、市が管理する市営住宅等（23 団地・169 棟・2,384 戸 ※

市営住宅：20 団地・152 棟・2,344 戸、特定公共賃貸住宅：３団地・17 棟・40 戸）および、団

地に付属する集会所等の共同施設とします。 

 

8-2．団地別・住棟別状況の把握 

団地別・住棟別の基礎的項目を次頁に示します。 
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表 8-1 団地別・住棟別の基礎的項目（1/3） 

 
 

  

■入居状
住戸規模

1 S 61 33 27 耐火 70 37 5 58.30 × × ― × × 有 有 無

2 S 62 32 27 耐火 70 38 5 61.50 × × ― × × 有 有 無

3 H 2 29 27 耐火 70 41 5 58.30 × × ― × × 有 有 無

4 H 2 29 27 耐火 70 41 5 58.30 × × ― × × 有 有 無

5 H 1 30 36 耐火 70 40 5 61.50 × × ― × × 有 有 無

6 S 63 31 27 耐火 70 39 5 58.30 × × ― × × 有 無 無

7 S 63 31 18 耐火 70 39 5 61.50 × × ― × × 有 無 無

1 S 45 49 12 耐火 70 21 3 37.10 × × ― ○ × 無 無 有

2 S 45 49 24 耐火 70 21 4 37.10 × × ― ○ × 有 無 有

3 S 45 49 16 耐火 70 21 4 33.80 × × ― ○ × 有 無 有

4 S 46 48 30 耐火 70 22 5 36.70 × × ― ○ × 無 無 有

5 S 46 48 30 耐火 70 22 5 40.70 × × ― ○ × 有 無 有

6 S 46 48 30 耐火 70 22 5 40.70 × × ― ○ × 有 無 有

7 S 47 47 20 耐火 70 23 5 42.80 × × ― ○ × 有 無 有

8 S 47 47 30 耐火 70 23 5 42.80 × × ― ○ × 有 無 有

9 S 47 47 30 耐火 70 23 5 42.80 × × ― ○ × 有 無 有

10 S 47 47 30 耐火 70 23 5 37.30 × × ― ○ × 有 無 有

11 H 6 25 17 耐火 70 45 3 67.20 × × ― ○ ○ 有 有 有

12 H 6 25 23 耐火 70 45 8 55.60 × × ― ○ ○ 有 有 有

茨島 秋田市茨島六丁目８－５ 1 1 S 58 36 24 耐火 70 34 4 1,942
第一種住居地域

６０/２００
95.8% 58.70 × × ― × × 無 無 無

1 S 49 45 8 簡二 45 0 2 49.60 × × × × × 有 有 無

2 S 49 45 8 簡二 45 0 2 49.60 × × × × × 有 有 無

3 S 49 45 8 簡二 45 0 2 49.60 × × × × × 有 有 無

4 S 51 43 6 簡二 45 2 2 55.40 × × × × × 有 有 無

5 S 51 43 6 簡二 45 2 2 55.40 × × × × × 有 有 無

6 S 51 43 7 簡二 45 2 2 55.40 × × × × × 有 有 無

7 S 51 43 7 簡二 45 2 2 55.40 × × × × × 有 有 無

8 S 49 45 8 簡二 45 0 2 46.10 × × × × × 有 有 無

9 S 49 45 8 簡二 45 0 2 46.10 × × × × × 有 有 無

10 S 49 45 8 簡二 45 0 2 46.10 × × × × × 有 有 無

11 S 50 44 8 簡二 45 1 2 46.10 × × × × × 有 有 無

12 S 50 44 8 簡二 45 1 2 46.10 × × × × × 有 有 無

14 S 51 43 7 簡二 45 2 2 55.40 × × × × × 有 有 無

15 S 51 43 7 簡二 45 2 2 55.40 × × × × × 有 有 無

16 S 51 43 8 簡二 45 2 2 55.40 × × × × × 有 有 無

17 S 52 42 8 簡二 45 3 2 55.40 × × × × × 有 有 無

18 S 52 42 8 簡二 45 3 2 55.40 × × × × × 有 有 無

19 S 52 42 8 簡二 45 3 2 55.40 × × × × × 有 有 無

20 S 52 42 8 簡二 45 3 2 55.40 × × × × × 有 有 無

21 S 52 42 8 簡二 45 3 2 55.40 × × × × × 有 有 無

22 S 52 42 4 簡二 45 3 2 58.10 × × × × × 有 有 無

23 S 52 42 4 簡二 45 3 2 58.10 × × × × × 有 有 無

1 S 48 46 24 耐火 70 24 4 43.80 × × ― × × 有 無 有

2 S 48 46 24 耐火 70 24 4 43.80 × × ― × × 有 無 有

3 S 48 46 24 耐火 70 24 4 43.80 × × ― × × 有 無 有

4 S 48 46 24 耐火 70 24 4 40.40 × × ― × × 有 無 有

5 S 53 41 15 耐火 70 29 3 57.40 × × ― × × 有 無 有

1 H 27 4 5 木造 30 26 2 60.50 ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無

2 H 27 4 5 木造 30 26 2 60.50 ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無

3 H 28 3 5 木造 30 27 2 60.50 ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無

4 H 28 3 5 木造 30 27 2 60.50 ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無

5 H 29 2 5 木造 30 28 2 60.50 ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無

6 H 29 2 5 木造 30 28 2 60.50 ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無

7 H 27 4 4 木造 30 26 1 38.50 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

8 H 27 4 4 木造 30 26 1 38.50 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

9 H 28 3 4 木造 30 27 1 38.50 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

10 H 28 3 4 木造 30 27 1 38.50 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

11 H 29 2 4 木造 30 28 1 38.50 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

12 H 29 2 6 木造 30 28 2 69.60 ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無

13 H 29 2 4 木造 30 28 2 69.60 ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無

■敷地状況 ■住戸の状況

住戸専用
面積
（㎡）

3点給湯浴槽

住戸内

の手す

り

（階段）

住戸内

の手す

り

（浴室）

住戸内

の段差

解消

バリアフリー 設備状況 長寿命化形改善必要性

直結式

給水整

備

入居率

94.7%

95.2%

83.8%

94.6%

96.7%

敷地面積
（㎡）

地域区分
建ぺい率／

容積率

第一種住居地域
６０/２００

第一種住居地域
６０/２００

第一種中高層住居
専用地域
６０/１５０

第一種中高層住居
専用地域
６０/１５０

第二種低層住居専
用地域
４０/６０

10,050

16,205

15,965

19,684

6,618

7

12

22

5

13

秋田市川尻上野町１

秋田市旭南一丁目１５、１１、１
２、８

秋田市手形山西町２

秋田市横森五丁目６

秋田市新藤田高梨台１７３

手形山

横森

高梨台

川尻

旭南

団地名 所在地
屋上防

水

外壁改

善

建築年度築年数 戸数 耐火
耐用
年数

残年
数

階数

■建築年次・構造

住
棟
番
号

棟数
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表 8-2 団地別・住棟別の基礎的項目（2/3） 

 
 

  

■入居状
住戸規模

1 S 55 39 18 耐火 70 31 3 61.30 × × ― × × 無 無 無

2 S 55 39 18 耐火 70 31 3 58.60 × × ― × × 無 無 無

1 H 20 11 23 耐火 70 59 4 53.62 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

2 H 20 11 18 耐火 70 59 4 53.62 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

3 H 20 11 21 耐火 70 59 5 53.62 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

4 H 20 11 30 耐火 70 59 6 53.62 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

5 H 20 11 24 耐火 70 59 6 53.62 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

6 H 20 11 14 耐火 70 59 5 53.62 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

7 H 21 10 22 耐火 70 60 5 53.62 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

8 H 21 10 30 耐火 70 60 5 68.19 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

9 H 21 10 20 耐火 70 60 5 53.62 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

10 H 21 10 12 耐火 70 60 4 61.85 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

11 H 21 10 19 耐火 70 60 5 68.19 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

12 H 21 10 27 耐火 70 60 5 68.19 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

1 H 1 30 12 耐火 70 40 3 64.00 × × ― × × 有 有 無

2 H 1 30 16 耐火 70 40 3 63.40 × × ― × × 有 有 無

3 H 2 29 12 耐火 70 41 3 62.40 × × ― × × 有 有 無

4 H 2 29 11 耐火 70 41 3 63.10 × × ― × × 有 有 無

新屋扇町 秋田市新屋扇町１２－１０ 1 1 S 53 41 15 耐火 70 29 3 2,245
商業地域
８０/４００

93.3% 54.80 × × ― × × 有 有 無

1 H 3 28 20 耐火 70 42 3 62.40 × × ― ○ × 有 無 無

2 H 5 26 21 耐火 70 44 3 62.40 × × ― ○ × 有 無 無

3 H 6 25 21 耐火 70 45 3 62.90 × × ― ○ × 有 無 無

1 S 59 35 27 耐火 70 35 5 61.90 × × ― × × 有 有 無

2 S 59 35 36 耐火 70 35 5 58.50 × × ― × × 有 有 無

3 S 60 34 27 耐火 70 36 5 61.90 × × ― × × 有 有 無

4 S 60 34 36 耐火 70 36 5 58.50 × × ― × × 有 有 無

5 S 61 33 27 耐火 70 37 5 61.90 × × ― × × 有 有 無

6 S 61 33 27 耐火 70 37 5 58.50 × × ― × × 有 有 無

7 S 62 32 27 耐火 70 38 5 58.50 × × ― × × 有 有 無

8 S 63 31 23 耐火 70 39 5 67.60 × × ― × × 有 有 無

9 S 63 31 23 耐火 70 39 5 67.40 × × ― × × 有 有 無

10 H 1 30 23 耐火 70 40 5 67.60 × × ― × × 有 有 無

11 H 1 30 23 耐火 70 40 5 67.40 × × ― × × 有 有 無

1 H 12 19 18 耐火 70 51 3 63.50 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

2 H 14 17 30 耐火 70 53 3 63.50 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

3 H 16 15 42 耐火 70 55 4 51.05 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

1 H 3 28 25 耐火 70 42 4 67.40 × × ― ○ × 有 無 無

2 H 3 28 37 耐火 70 42 5 67.50 × × ― ○ × 有 無 無

3 H 4 27 25 耐火 70 43 4 67.20 × × ― ○ × 有 無 無

4 H 4 27 37 耐火 70 43 5 63.80 × × ― ○ × 有 無 無

5 H 5 26 25 耐火 70 44 4 67.20 × × ― ○ × 有 有 無

6 H 5 26 37 耐火 70 44 5 67.50 × × ― ○ × 有 有 無

7 H 6 25 18 耐火 70 45 4 67.20 × × ― ○ × 有 有 無

8 H 6 25 25 耐火 70 45 4 63.80 × × ― ○ × 有 有 無

9 H 8 23 32 耐火 70 47 5 63.80 × × ― ○ × 無 有 無

10 H 8 23 29 耐火 70 47 4 67.20 × × ― ○ × 無 無 無

11 H 7 24 32 耐火 70 46 5 63.80 × × ― ○ × 有 有 無

12 H 7 24 32 耐火 70 46 5 63.80 × × ― ○ × 有 有 無

1 S 54 40 16 耐火 70 30 4 59.40 × × ― ○ × 無 無 有

2 S 54 40 24 耐火 70 30 4 59.40 × × ― ○ × 無 無 有

3 S 54 40 28 耐火 70 30 4 56.70 × × ― ○ × 無 無 有

4 S 55 39 20 耐火 70 31 4 58.60 × × ― ○ × 無 有 有

1 S 53 41 24 耐火 70 29 4 57.50 × × ― ○ × 無 無 無

2 S 53 41 12 耐火 70 29 3 54.80 × × ― ○ × 無 有 無

1 S 56 38 18 耐火 70 32 3 61.70 × × ― × × 無 無 無

2 S 56 38 18 耐火 70 32 3 62.70 × × ― × × 無 無 無

3 S 56 38 18 耐火 70 32 3 63.70 × × ― × × 無 無 無

4 S 57 37 18 耐火 70 33 3 64.70 × × ― × × 無 無 無

5 S 57 37 18 耐火 70 33 3 65.70 × × ― × × 無 無 無

6 S 57 37 18 耐火 70 33 3 66.70 × × ― × × 無 無 無

7 S 58 36 32 耐火 70 34 4 67.70 × × ― × × 無 無 無

8 H 9 22 24 耐火 70 48 3 63.10 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

9 H 10 21 24 耐火 70 49 3 63.10 ○ ○ ― ○ ○ 無 無 無

団地名 所在地
屋上防

水

外壁改

善

建築年度築年数 戸数 耐火
耐用
年数

残年
数

階数

■建築年次・構造

住
棟
番
号

棟数

牛島清水町

四ッ谷

広面

新屋比内町

秋田市広面字蓮沼４１

秋田市浜田字家後１８４、新屋
比内町７－１、７－２

秋田市新屋日吉町４３

秋田市御所野元町一丁目１

秋田市牛島西二丁目１０、４

秋田市牛島西四丁目２９－１、
２９－２、２９－３

秋田市将軍野堰越８

秋田市将軍野南二丁目３－４５高清水

高野

外旭川

新屋日吉町

御所野元町

牛島

2

12

4

3

11

3

12

4

2
秋田市寺内児桜三丁目１２-１
７、１２-２０

秋田市外旭川字鳥谷場１０９、
１３４、１３３

9

3,047

25,600

6,771

10,900

26,238

10,142

36,501

7,271

4,059

82.2%

89.8%

第一種住居地域
６０/２００

第一種中高層住居
専用地域
６０/１５０

敷地面積
（㎡）

地域区分
建ぺい率／

容積率

第一種住居地域
６０/２００

第一種中高層住居
専用地域
６０/１５０

第一種中高層住居
専用地域
６０/１５０

第一種中高層住居
専用地域
６０/２００

第二種中高層住居
専用地域
６０/２００

第一種中高層住居
専用地域
６０/１５０

第一種中高層住居
専用地域
６０/１５０

第一種中高層住居
専用地域
６０/２００

23,429

100.0%

95.8%

88.2%

98.4%

91.3%

95.6%

■敷地状況 ■住戸の状況

住戸専用
面積
（㎡）

3点給湯浴槽

住戸内

の手す

り

（階段）

住戸内

の手す

り

（浴室）

住戸内

の段差

解消

バリアフリー 設備状況 長寿命化形改善必要性

直結式

給水整

備

80.6%

88.8%

入居率
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表 8-3 団地別・住棟別の基礎的項目（3/3） 

 
 

 

 

  

■入居状
住戸規模

1 H 3 28 1 木造 30 2 1 80.97 × × × ○ ○ 有 有 無

2 H 3 28 1 木造 30 2 1 80.97 × × × ○ ○ 有 有 無

3 H 3 28 1 木造 30 2 1 80.97 × × × ○ ○ 有 有 無

4 H 3 28 1 木造 30 2 1 80.97 × × × ○ ○ 有 有 無

5 H 3 28 1 木造 30 2 1 80.97 × × × ○ ○ 有 有 無

6 H 4 27 1 木造 30 3 1 77.66 × × × ○ ○ 有 有 無

7 H 4 27 1 木造 30 3 1 77.66 × × × ○ ○ 有 有 無

8 H 4 27 1 木造 30 3 1 77.66 × × × ○ ○ 有 有 無

9 H 4 27 1 木造 30 3 1 77.66 × × × ○ ○ 有 有 無

10 H 4 27 1 木造 30 3 1 77.66 × × × ○ ○ 有 有 無

6Ａ H 4 27 1 木造 30 3 2 81.51 × × × ○ ○ 有 有 無

6Ｂ H 4 27 1 木造 30 3 2 81.51 × × × ○ ○ 有 有 無

7Ａ H 4 27 1 木造 30 3 2 81.51 × × × ○ ○ 有 有 無

7Ｂ H 4 27 1 木造 30 3 2 81.51 × × × ○ ○ 有 有 無

Ａ H 3 28 1 木造 30 2 1 62.81 × × × ○ ○ 有 無 無

Ｂ H 3 28 1 木造 30 2 1 62.81 × × × ○ ○ 有 無 無

Ｃ H 3 28 1 木造 30 2 1 62.81 × × × ○ ○ 有 無 無

Ｄ H 3 28 1 木造 30 2 1 62.81 × × × ○ ○ 有 無 無

Ｅ H 3 28 1 木造 30 2 1 62.81 × × × ○ ○ 有 無 無

Ｆ H 3 28 1 木造 30 2 1 62.81 × × × ○ ○ 有 無 無

Ｇ H 3 28 1 木造 30 2 1 66.11 × × × ○ ○ 有 無 無

Ｈ H 3 28 1 木造 30 2 1 66.11 × × × ○ ○ 有 無 無

1 H 11 20 1 木造 30 10 1 81.59 × × ○ ○ ○ 無 無 無

2 H 11 20 1 木造 30 10 1 81.59 × × ○ ○ ○ 無 無 無

3 H 11 20 1 木造 30 10 1 81.59 × × ○ ○ ○ 無 無 無

4 H 11 20 1 木造 30 10 1 81.59 × × ○ ○ ○ 無 無 無

5 H 11 20 1 木造 30 10 1 81.33 × × ○ ○ ○ 無 無 無

6 H 11 20 1 木造 30 10 1 81.33 × × ○ ○ ○ 無 無 無

7 H 11 20 1 木造 30 10 1 81.33 × × ○ ○ ○ 無 無 無

11 H 6 25 1 木造 30 5 1 87.58 × × × ○ ○ 有 有 無

12 H 6 25 1 木造 30 5 1 87.58 × × × ○ ○ 有 有 無

13 H 6 25 1 木造 30 5 1 87.58 × × × ○ ○ 有 有 無

14 H 6 25 1 木造 30 5 1 87.58 × × × ○ ○ 有 有 無

河辺松渕
単身特定

秋田市河辺松渕字街道北１７
－１

1 1 H 3 28 24 耐火 70 42 4 2,132
第一種住居地域

６０/２００
45.8% 33.00 × × × ○ ○ 有 有 無

1-A H 2 29 1 木造 30 1 2 80.32 × × × ○ ○ 有 有 無

1-B H 2 29 1 木造 30 1 2 80.32 × × × ○ ○ 有 有 無

2-A H 2 29 1 木造 30 1 2 80.32 × × × ○ ○ 有 有 無

2-B H 2 29 1 木造 30 1 2 80.32 × × × ○ ○ 有 有 無

3-A H 2 29 1 木造 30 1 2 80.32 × × × ○ ○ 有 有 無

3-B H 2 29 1 木造 30 1 2 80.32 × × × ○ ○ 有 有 無

4-A H 3 28 1 木造 30 2 2 81.15 × × × ○ ○ 有 有 無

4-B H 3 28 1 木造 30 2 2 81.15 × × × ○ ○ 有 有 無

5-A H 3 28 1 木造 30 2 2 81.15 × × × ○ ○ 有 有 無

5-B H 3 28 1 木造 30 2 2 81.15 × × × ○ ○ 有 有 無

6 H 1 30 1 木造 30 0 2 108.88 × × × ○ ○ 有 無 無

7 H 1 30 1 木造 30 0 2 108.88 × × × ○ ○ 有 無 無

団地名 所在地
屋上防

水

外壁改

善

建築年度築年数 戸数 耐火
耐用
年数

残年
数

階数

■建築年次・構造

住
棟
番
号

棟数

新波

河辺松渕
一般特定

雄和糠塚
一般特定

松渕

糠塚

秋田市河辺松渕字川原田家ノ
後１－３

秋田市雄和妙法字糠塚４３－
７、４３－５、５６－２

秋田市河辺松渕字川原田家ノ
後１－２

秋田市雄和妙法字糠塚４３－６
他

秋田市雄和新波字樋口４８－４
他

12

10

12

7

4

3,163

2,336

1,658

1,717

指定なし
７０/２００

指定なし
７０/２００

都市計画区域外
-

2,087

敷地面積
（㎡）

地域区分
建ぺい率／

容積率

100.0%

66.7%

■敷地状況 ■住戸の状況

住戸専用
面積
（㎡）

3点給湯浴槽

住戸内

の手す

り

（階段）

住戸内

の手す

り

（浴室）

住戸内

の段差

解消

バリアフリー 設備状況 長寿命化形改善必要性

直結式

給水整

備

90.0%

83.3%

100.0%

指定なし
７０/２００

指定なし
７０/２００

入居率
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8-3．手法選定の考え方 

事業手法の区分 

各団地・住棟の事業手法は、以下から選定を行います。 

 

表 8-4 事業手法の区分 

手法 内容 

建替 公営住宅等を除却し、その土地の全部又は一部の地域に新たに公営住宅等を建設

するもの。なお、公営住宅等を別の敷地に移転する場合や、別の公営住宅等と併

せて建設する統合建替、公営住宅等の用途を廃止し別の敷地で建設する非現地建

替等についても建替とする。 

用途廃止 公営住宅等としての用途を廃止するもの。 

改善 全面的 

改善 

次に掲げる改善の全てを行うもの。 

①躯体以外の内装、設備等住戸内部全体又は大部分にわたって行う住戸改善（居

住性向上型、福祉対応型） 

②共用部分改善（福祉対応型、安全性確保型） 

③屋外・外構改善（福祉対応型） 

個別 

改善 

次に掲げるいずれかの改善を行うもの。 

①居住性向上型（公営住宅等における利便性、衛生、快適性等居住性の向上のた

めの設備等の改善） 

②福祉対応型（高齢者、障がい者等の公営住宅等における居住の円滑化のための

設備等の改善） 

③安全性確保型（公営住宅等の耐震性、耐火性等安全性を確保するための設備等

の改善） 

④長寿命化型（公営住宅等の劣化防止、耐久性向上および維持管理の容易化のた

めの設備等の改善） 

  



31 

 

事業手法選定の流れ 

事業手法の選定は、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28 年８月改定 国土交通省）」に

基づいて、立地環境や居住性、安全性等に基づく改善や維持管理の必要性等を踏まえ総合的に検討

を行います。 

 
図 8-1 手法選定のフロー 

資料：公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28 年８月改定 国土交通省） 
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8-4．事業手法の選定 

１次判定 

１次判定では、以下の２段階の検討から「維持管理」「改善」「建替」「用途廃止」を仮設定し

ます。 

②-1：団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針の検討 

②-2：住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

 

 

図 8-2 ②-1 および②-2 の結果に応じた事業手法の仮設定 

 

②-1 団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針の検討 

社会的特性に係る現在の評価に基づき、団地の将来的な管理方針を判定します。 

 

◆判定フロー 

以下のフローに従い「ⅰ）需要、ⅱ）効率性、ⅲ）立地」による評価を行い、「継続管理する団

地」「継続管理について判断を留保する団地」の対象とする住棟を判定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-3 １次判定フロー  

ⅰ）需要 

ⅱ）効率性 

ⅲ）立地 

継続管理する団地 
継続管理について 

判断を留保する団地 

全て○ 一部でも× 

②-2から判定 

②
‐ 

か
ら
判
定 

1 
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◆判定基準 

ⅰ）需要 

・入居率が現在、将来において 80％以上の団地は、一定の需要を満たすものとして団地を継続管

理することに適するものと評価する。将来の入居率は、総世帯数の変化（R2→R12 で 3.3％減

少）を考慮して全団地において一律で減少するものと考える。 

■入居状況（入居率） 

○：入居率が 80％以上 

×：入居率が 80％未満 

 

ⅱ）効率性 

・敷地の高度利用の可能性等を検討し、建替事業の効率性を評価する。 

・団地に係る法規制、団地の敷地規模および形状等により高度利用の可能性等がある場合は、団地

を継続管理することに適するものと評価とする。 

■法規制（用途地域） 

○：敷地面積が 1,500 ㎡以上、かつ市街化区域内 

×：敷地面積が 1,500 ㎡未満、又は市街化調整区域・都市計画区域外 

 

ⅲ）立地 

＊利便性 

・鉄道駅・バス停等の公共交通機関および医療施設や商業施設等の生活サービス施設が近接してい

るなど、利便性が高い場合は、団地を継続管理することに適するものと評価する。 

■生活利便性（駅（JR）：800ｍ圏内 または バス停：300ｍ圏内、医療施設等:800ｍ圏内） 

○：４つ以上の指標が当てはまる  

×：４つ以上の指標が当てはまらない 

＊地域バランス 

・市内７地域において、各地域の世帯数に対する公営住宅戸数の割合が、市全域の平均（3.2％）

と比較して多い場合は、地域バランス上偏りがあることが想定されるため、継続管理を留保する

団地と評価する。ただし、入居率が高い団地は地域の公営住宅需要を支える団地として継続管理

する。 

■地域バランス（７地域それぞれの世帯数に対する公営住宅戸数の割合） 

○：世帯数に対する公営住宅戸数の割合が市全域の平均と比較して少ない場合 

○：世帯数に対する公営住宅戸数の割合が市全域の平均と比較して多いが、団地の入居

率が 90％を超えており、一定の需要が見込まれる場合 

×：世帯数に対する公営住宅戸数の割合が市全域の平均と比較して多く、団地の入居率

が 90％未満の場合 
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＊災害危険区域等の内外 

・団地が建築基準法第 39 条の災害危険区域およびその他法令等に基づき災害の発生により住民等

の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる区域内（以下「災害危険区域等」とい

う。）に存しているかを評価する。災害危険区域等内にある場合は、個々の建物自体の安全性の確

保の有無に係らず、公営住宅等として継続的に管理する上での適地としては扱わない。 

■災害危険区域の有無 

○：土砂災害警戒区域外 

×：土砂災害警戒区域内 

 

＜立地の評価＞ 

○：各指標の評価が全て○ 

×：各指標の評価が一部× 

 

②-2 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

住棟の現在の物理的特性を評価し、住棟の改善の必要性や可能性を判定します。 

 

◆判定フロー 

以下のフローに従い「躯体・避難の安全性に係る改善の必要性」「居住性に係る改善の必要性」

「躯体・避難の安全性に係る改善の可能性」による評価を行い、「改善不要」「改善が必要」「優

先的な対応が必要（改善可能）」「優先的な対応が必要（改善不可能）」の対象とする住棟を判定

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-4 ２次判定フロー 

㋑改善不要 

躯体・避難の 

安全性に係る改善の

必要性 

㋺改善が必要 
㋩優先的な対応が必要 

（改善可能） 

㋥優先的な対応が必要 

（改善不可能） 

躯体・避難の 

安全性に係る改善の

可能性 

②-2-1 評価基準 

②-2-2 評価基準 

居住性に係る 

改善の必要性 

不要 

躯体・避難のどちらも○ 
必要 

躯体・避難のいずれかが× 

可能 

躯体・避難の 

どちらも○ 

不可能 

躯体・避難の 

いずれかが× 

不要 

居住性指標の 

全てが○ 

必要 

居住性指標の 

いずれかが× 
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◆②-2-1 躯体・避難の安全性の判定基準 

＊躯体の安全性 

・「躯体の安全性に係る改善の必要性」は、耐震性の有無と耐用年限の残年数から評価を行う。な

お、耐用年限の残年数は耐震性の有無に係らず評価するものとする。 

■耐震性の有無 

○：新耐震基準（昭和 56 年設定）に基づき設計・施行された住棟 

○：新耐震基準に基づかない住棟だが、耐震性が確認済み、又は補強済みの住棟 

×：新耐震基準に基づかない住棟で、耐震上問題がある住棟 

■耐用年限の残年数 

○：計画期間（令和３年度～令和 12 年度）以降に耐用年限が過ぎる住棟 

×：計画期間（令和３年度～令和 12 年度）内に耐用年限が過ぎる住棟 

・「躯体の安全性に係る改善の可能性」は、躯体の安全性に係る改善の必要性がある（「耐震性の有

無」「耐用年限の残年数」のいずれかが×）と判断されたものについて、改善の可能性を評価する。

なお、改善は大規模改善を想定し、その可能性について評価を行う。 

■改善の可能性 

○：木造の住棟 

×：木造以外の住棟 

＜躯体の安全性に係る改善の必要性・可能性＞ 

○：「躯体の安全性に係る改善の必要性」がない住棟 

○：「躯体の安全性に係る改善の必要性」があるが、改善の可能性がある住棟 

×：「躯体の安全性に係る改善の必要性」があり、改善の可能性がない住棟 

 

＊避難の安全性 

・設計図書等により二方向避難および防火区画の確保の状況を評価し、確保されていない住棟につ

いては、改善による二方向避難および防火区画の確保の可能性を判断する。 

■二方向避難（確保状況） 

○：二方向避難が確保されている 

×：二方向避難が確保されていない 

■防災区画（確保状況） 

○：防火区画が確保されている 

×：防火区画が確保されていない 

＜避難の安全性に係る改善の必要性・可能性＞ 

○：各指標の評価が全て○ 

×：各指標の評価が一部×（改善不可能） 
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◆②-2-2 居住性の判定基準 

＊居住性 

・ 居住性に係る評価項目は以下のとおり設定する。 

■住居規模（最低居住面積水準） 

○：３人相当、４人相当 

×：２人相当 

■省エネルギー性（建設時期、日照・通風・採光の確保状況） 

※建設時期は、「公営住宅等整備基準」の技術的助言（平成 14 年国土交通省告示第三百五十二号）におい

て、公営住宅等整備の際は「住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律第 81 号）」に基づ

く評価方法基準（平成 13 年国土交通省告示第 1347 号）のうち「温熱環境・エネルギー消費量に関する

こと」の断熱性等級３の基準を満たすことを原則としていることを参考に、平成 11 年以降の建設住戸は

省エネルギー性が確保されているものと判断。 

○：平成 11 年以降の建設住戸で日照、通風、採光がいずれも確保されている 

×：平成 10 年以前の建設住戸又は日照、通風、採光のいずれかが確保されていない 

■バリアフリー性（ＥＶの有無、住戸内の段差・手すりの有無、高齢化対応の有無） 

※ＥＶは「高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13 年法律第 26 号）」に基づき、３階建て以上を

評価対象とする。 

○：２階建て以下、又は３階建て以上でＥＶが設置されており、住戸内の段差解消、手すり

（浴室・トイレ・階段）の設置、高齢化対応がいずれも図られている 

×：３階建て以上でＥＶが設置されていない、もしくは住戸内の段差解消、手すり（浴室・

トイレ・階段）の設置、高齢化対応のいずれかが図られていない 

■設備状況（浴槽・３点給湯の状況） 

○：浴槽・３点給湯が全て設置されている  

×：浴槽・３点給湯のいずれかが設置されていない 

■改善必要性（外壁改善・屋上防水・直結式給水設備の必要性） 

※外壁・屋根の改善について、前回の改善履歴から一般的な改善周期（25 年）以上の経過がみられる場合

は必要性有。また、直結式給水設備について整備が可能であるが未整備の場合は必要性有とする。 

○：外壁改善・屋上防水・直結式給水設備の整備の必要性が無し 

×：外壁改善・屋上防水・直結式給水設備の整備の必要性が有り 

＜居住性に係る改善の必要性・可能性＞ 

○：各指標の評価が全て○ 

×：各指標の評価が一部× 
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【１次判定結果】 

②-1「団地敷地の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針」と②-2「住棟の物理的特性によ

る改善の必要性・可能性」の判定結果から、以下のように１次判定の結果を整理します。 

なお、１次判定の結果、Ａグループ又はＢグループに分類される住棟は２次判定を行います。 

 

表 8-5 １次判定の判定結果  

 
改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要 

（改善可能） 

優先的な対応が必要 

（改善不可能） 

継続管理す

る団地 
維持管理 改善、又は建替 優先的な改善、又は優

先的な建替 

優先的な建替 

◇高梨台【全棟】 
 

◇川尻【全棟】 

◇旭南【全棟】 

◇茨島【全棟】 

◇横森【全棟】 

◇広面【全棟】 

◇新屋比内町【全棟】 

◇新屋扇町【全棟】 

◇御所野元町【全棟】 

◇牛島【全棟】 

◇牛島清水町【全棟】 

◇高清水【全棟】 

◇外旭川【全棟】 
 

該当なし 
 

該当なし 
 

Ａグループ 

継続管理に

ついて判断

を留保する

団地 

維持管理、又は用途廃止 改善、建替、 

又は用途廃止 

優先的な改善、優先的な

建替、又は優先的な用途

廃止 

優先的な建替、又は優先

的な用途廃止 

 

該当なし 

 
 

◇新屋日吉町【全棟】 

◇四ツ谷【全棟】 

◇高野【全棟】 

◇新波【全棟】 

◇松渕単身【全棟】 

 

◇松渕【全棟】 

◇糠塚【全棟】 

◇松渕一般【全棟】 

◇糠塚一般【全棟】 

 

◇手形山【全棟】 

Ｂグループ 

 



【参考】１次判定②-1の流れ

公共交通機関
駅（圏域800m）
バス停留所（圏域

300m）

現在
（R2）

将来予測
（R12）

地域区分
建ぺい率／容積率

駅・バス停留所が
利用圏域内

医療施設
通所系高
齢者福祉
施設

商業施設
子育て支
援施設

教育施設

川尻 秋田市川尻上野町１ 94.7% 91.9% ○ 16,205
第一種住居地域
６０/２００

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 中央 1.6% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

旭南
秋田市旭南一丁目１５、１１、１
２、８

95.2% 92.3% ○ 15,965
第一種住居地域
６０/２００

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 中央 1.6% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

茨島 秋田市茨島六丁目８－５ 95.8% 93.0% ○ 1,942
第一種住居地域
６０/２００

○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ 中央 1.6% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

手形山 秋田市手形山西町２ 83.8% 81.2% ○ 19,684
第一種中高層住居専用地域

６０/１５０
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 東部 4.0% × × ○ × 継続管理について判断を留保する団地

横森 秋田市横森五丁目６ 94.6% 91.8% ○ 6,618
第一種中高層住居専用地域

６０/１５０
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 東部 4.0% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

高梨台 秋田市新藤田高梨台１７３ 96.7% 93.8% ○ 10,050
第二種低層住居専用地域

４０/６０
○ × ○ ○ ○ × ○ ○ 東部 4.0% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

広面 秋田市広面字蓮沼４１ 100.0% 97.0% ○ 3,047
第一種住居地域
６０/２００

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 東部 4.0% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

新屋比内町
秋田市浜田字家後１８４、新屋
比内町７－１、７－２

95.8% 92.9% ○ 25,600
第一種中高層住居専用地域

６０/１５０
○ ○ ○ ○ ○ × × ○ 西部 4.8% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

新屋日吉町 秋田市新屋日吉町４３ 88.2% 85.6% ○ 6,771
第一種中高層住居専用地域

６０/１５０
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 西部 4.8% × × ○ × 継続管理について判断を留保する団地

新屋扇町 秋田市新屋扇町１２－１０ 93.3% 90.5% ○ 2,245
商業地域
８０/４００

○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ 西部 4.8% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

御所野元町 秋田市御所野元町一丁目１ 98.4% 95.4% ○ 10,900
第一種中高層住居専用地域

６０/２００
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 南部 6.0% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

牛島 秋田市牛島西二丁目１０、４ 91.3% 88.6% ○ 26,238
第二種中高層住居専用地域

６０/２００
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 南部 6.0% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

牛島清水町
秋田市牛島西四丁目２９－１、２
９－２、２９－３

95.6% 92.7% ○ 10,142
第一種中高層住居専用地域

６０/１５０
○ ○ × ○ ○ ○ × ○ 南部 6.0% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

四ッ谷 秋田市将軍野堰越８ 82.2% 79.7% × 36,501
第一種中高層住居専用地域

６０/１５０
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 北部 2.4% ○ × ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地

高清水 秋田市将軍野南二丁目３－４５ 89.8% 87.1% ○ 7,271
第一種中高層住居専用地域

６０/２００
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 北部 2.4% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

高野
秋田市寺内児桜三丁目１２-１
７、１２-２０

80.6% 78.1% × 4,059
第一種住居地域
６０/２００

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 北部 2.4% ○ ○ × × 継続管理について判断を留保する団地

外旭川
秋田市外旭川字鳥谷場１０９、１
３４、１３３

88.8% 86.2% ○ 23,429
第一種中高層住居専用地域

６０/１５０
○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ 北部 2.4% ○ × ○ ○ 継続管理する団地

松渕
秋田市河辺松渕字川原田家ノ
後１－２

90.0% 87.3% ○ 3,163
指定なし
７０/２００

× ○ ○ × ○ ○ × ○ 河辺 1.3% ○ × ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地

糠塚
秋田市雄和妙法字糠塚４３－６
他

83.3% 80.8% ○ 2,336
指定なし
７０/２００

× ○ × × × × × × 雄和 1.6% ○ ○ × × 継続管理について判断を留保する団地

新波
秋田市雄和新波字樋口４８－４
他

100.0% 97.0% ○ 1,658
都市計画区域外

-
× ○ ○ × ○ ○ × ○ 雄和 1.6% ○ × ○ × 継続管理について判断を留保する団地

河辺松渕一
般特定

秋田市河辺松渕字川原田家ノ
後１－３

100.0% 97.0% 〇 1,717
指定なし
７０/２００

× ○ ○ × ○ ○ × ○ 河辺 1.3% ○ × ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地

河辺松渕単
身特定

秋田市河辺松渕字街道北１７－
１

45.8% 44.5% × 2,132
第一種住居地域
６０/２００

○ ○ ○ × ○ ○ × ○ 河辺 1.3% ○ × ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地

雄和糠塚一
般特定

秋田市雄和妙法字糠塚４３－
７、４３－５、５６－２

66.7% 64.7% × 2,087
指定なし
７０/２００

× ○ × × × × × × 雄和 1.6% ○ ○ × × 継続管理について判断を留保する団地

団地名 所在地

■需要

1次判定
②-1
結果評価

法規制

評価 評価
評価 評価

地域バランス

利用圏域800m

対象地
域

災害危険区域

土砂災害
警戒区域

敷地面積（㎡）

■効率性 ■立地

入居率

評価

生活サービス施設

対象地域の
世帯に対する
公営住宅戸
数割合
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【参考】１次判定②-2の流れ

その他改善
の必要性

耐震性

計画期
間以降
の耐用
年限

二方向避難
の確保状況

防火区画の
確保状況

外壁改
善

屋上防
水

直結式
給水整
備

周期に基づ
く計画期間
内の改善

1 川尻 1 S 61年 1986年 33年 27 耐火 70年 37年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 58.30 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

1 川尻 2 S 62年 1987年 32年 27 耐火 70年 38年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 61.50 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

1 川尻 3 H 2年 1990年 29年 27 耐火 70年 41年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 58.30 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

1 川尻 4 H 2年 1990年 29年 27 耐火 70年 41年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 58.30 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

1 川尻 5 H 1年 1989年 30年 36 耐火 70年 40年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 61.50 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

1 川尻 6 S 63年 1988年 31年 27 耐火 70年 39年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 58.30 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

1 川尻 7 S 63年 1988年 31年 18 耐火 70年 39年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 61.50 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

2 旭南 1 S 45年 1970年 49年 12 耐火 70年 21年 × 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 37.10 × × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

2 旭南 2 S 45年 1970年 49年 24 耐火 70年 21年 × 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 37.10 × × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

2 旭南 3 S 45年 1970年 49年 16 耐火 70年 21年 × 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 33.80 × × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

2 旭南 4 S 46年 1971年 48年 30 耐火 70年 22年 × 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 36.70 × × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

2 旭南 5 S 46年 1971年 48年 30 耐火 70年 22年 × 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 40.70 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

2 旭南 6 S 46年 1971年 48年 30 耐火 70年 22年 × 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 40.70 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

2 旭南 7 S 47年 1972年 47年 20 耐火 70年 23年 × 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 42.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

2 旭南 8 S 47年 1972年 47年 30 耐火 70年 23年 × 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 42.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

2 旭南 9 S 47年 1972年 47年 30 耐火 70年 23年 × 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 42.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

2 旭南 10 S 47年 1972年 47年 30 耐火 70年 23年 × 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 37.30 × × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

2 旭南 11 H 6年 1994年 25年 17 耐火 70年 45年 ○ 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.20 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ ○ ○ 無 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

2 旭南 12 H 6年 1994年 25年 23 耐火 70年 45年 ○ 8 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 55.60 ○ × ○ ○ ○ × ○ × × × ― × × ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

3 茨島 1 S 58年 1983年 36年 24 耐火 70年 34年 × 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 58.70 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

4 手形山 1 S 49年 1974年 45年 8 簡二 45年 0年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 49.60 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 2 S 49年 1974年 45年 8 簡二 45年 0年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 49.60 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 3 S 49年 1974年 45年 8 簡二 45年 0年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 49.60 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 4 S 51年 1976年 43年 6 簡二 45年 2年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 55.40 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 5 S 51年 1976年 43年 6 簡二 45年 2年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 55.40 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 6 S 51年 1976年 43年 7 簡二 45年 2年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 55.40 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 7 S 51年 1976年 43年 7 簡二 45年 2年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 55.40 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 8 S 49年 1974年 45年 8 簡二 45年 0年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 46.10 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 9 S 49年 1974年 45年 8 簡二 45年 0年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 46.10 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 10 S 49年 1974年 45年 8 簡二 45年 0年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 46.10 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 11 S 50年 1975年 44年 8 簡二 45年 1年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 46.10 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 12 S 50年 1975年 44年 8 簡二 45年 1年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 46.10 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 14 S 51年 1976年 43年 7 簡二 45年 2年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 55.40 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 15 S 51年 1976年 43年 7 簡二 45年 2年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 55.40 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 16 S 51年 1976年 43年 8 簡二 45年 2年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 55.40 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 17 S 52年 1977年 42年 8 簡二 45年 3年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 55.40 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 18 S 52年 1977年 42年 8 簡二 45年 3年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 55.40 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 19 S 52年 1977年 42年 8 簡二 45年 3年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 55.40 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 20 S 52年 1977年 42年 8 簡二 45年 3年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 55.40 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 21 S 52年 1977年 42年 8 簡二 45年 3年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 55.40 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 22 S 52年 1977年 42年 4 簡二 45年 3年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 58.10 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

4 手形山 23 S 52年 1977年 42年 4 簡二 45年 3年 × 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × × × ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善不可能） 58.10 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × × × × 有 有 無 無 × 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止

5 横森 1 S 48年 1973年 46年 24 耐火 70年 24年 × 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 43.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

5 横森 2 S 48年 1973年 46年 24 耐火 70年 24年 × 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 43.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

5 横森 3 S 48年 1973年 46年 24 耐火 70年 24年 × 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 43.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

5 横森 4 S 48年 1973年 46年 24 耐火 70年 24年 × 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 40.40 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

5 横森 5 S 53年 1978年 41年 15 耐火 70年 29年 × 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 57.40 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 無 有 有 × 改善が必要 改善、又は建替

6 高梨台 1 H 27年 2015年 4年 5 木造 30年 26年 ○ 2 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 60.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理

6 高梨台 2 H 27年 2015年 4年 5 木造 30年 26年 ○ 2 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 60.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理

6 高梨台 3 H 28年 2016年 3年 5 木造 30年 27年 ○ 2 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 60.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理

6 高梨台 4 H 28年 2016年 3年 5 木造 30年 27年 ○ 2 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 60.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理

6 高梨台 5 H 29年 2017年 2年 5 木造 30年 28年 ○ 2 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 60.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理

6 高梨台 6 H 29年 2017年 2年 5 木造 30年 28年 ○ 2 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 60.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理

6 高梨台 7 H 27年 2015年 4年 4 木造 30年 26年 ○ 1 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 38.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理

6 高梨台 8 H 27年 2015年 4年 4 木造 30年 26年 ○ 1 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 38.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理

6 高梨台 9 H 28年 2016年 3年 4 木造 30年 27年 ○ 1 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 38.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理

6 高梨台 10 H 28年 2016年 3年 4 木造 30年 27年 ○ 1 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 38.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理

6 高梨台 11 H 29年 2017年 2年 4 木造 30年 28年 ○ 1 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 38.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理

6 高梨台 12 H 29年 2017年 2年 6 木造 30年 28年 ○ 2 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 69.60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理

6 高梨台 13 H 29年 2017年 2年 4 木造 30年 28年 ○ 2 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 69.60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 無 ○ 改善不要 維持管理
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7 広面 1 S 55年 1980年 39年 18 耐火 70年 31年 × 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 61.30 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

7 広面 2 S 55年 1980年 39年 18 耐火 70年 31年 × 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 58.60 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

8 新屋比内町 1 H 20年 2008年 11年 23 耐火 70年 59年 ○ 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 53.62 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

8 新屋比内町 2 H 20年 2008年 11年 18 耐火 70年 59年 ○ 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 53.62 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

8 新屋比内町 3 H 20年 2008年 11年 21 耐火 70年 59年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 53.62 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

8 新屋比内町 4 H 20年 2008年 11年 30 耐火 70年 59年 ○ 6 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 53.62 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

8 新屋比内町 5 H 20年 2008年 11年 24 耐火 70年 59年 ○ 6 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 53.62 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

8 新屋比内町 6 H 20年 2008年 11年 14 耐火 70年 59年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 53.62 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

8 新屋比内町 7 H 21年 2009年 10年 22 耐火 70年 60年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 53.62 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

8 新屋比内町 8 H 21年 2009年 10年 30 耐火 70年 60年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 68.19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

8 新屋比内町 9 H 21年 2009年 10年 20 耐火 70年 60年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 53.62 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

8 新屋比内町 10 H 21年 2009年 10年 12 耐火 70年 60年 ○ 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 61.85 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

8 新屋比内町 11 H 21年 2009年 10年 19 耐火 70年 60年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 68.19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

8 新屋比内町 12 H 21年 2009年 10年 27 耐火 70年 60年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 68.19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

9 新屋日吉町 1 H 1年 1989年 30年 12 耐火 70年 40年 ○ 3 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 64.00 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

9 新屋日吉町 2 H 1年 1989年 30年 16 耐火 70年 40年 ○ 3 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 63.40 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

9 新屋日吉町 3 H 2年 1990年 29年 12 耐火 70年 41年 ○ 3 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 62.40 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

9 新屋日吉町 4 H 2年 1990年 29年 11 耐火 70年 41年 ○ 3 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 63.10 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

10 新屋扇町 1 S 53年 1978年 41年 15 耐火 70年 29年 × 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 54.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

11 御所野元町 1 H 3年 1991年 28年 20 耐火 70年 42年 ○ 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 62.40 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

11 御所野元町 2 H 5年 1993年 26年 21 耐火 70年 44年 ○ 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 62.40 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

11 御所野元町 3 H 6年 1994年 25年 21 耐火 70年 45年 ○ 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 62.90 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

12 牛島 1 S 59年 1984年 35年 27 耐火 70年 35年 × 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 61.90 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

12 牛島 2 S 59年 1984年 35年 36 耐火 70年 35年 × 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 58.50 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

12 牛島 3 S 60年 1985年 34年 27 耐火 70年 36年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 61.90 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

12 牛島 4 S 60年 1985年 34年 36 耐火 70年 36年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 58.50 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

12 牛島 5 S 61年 1986年 33年 27 耐火 70年 37年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 61.90 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

12 牛島 6 S 61年 1986年 33年 27 耐火 70年 37年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 58.50 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

12 牛島 7 S 62年 1987年 32年 27 耐火 70年 38年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 58.50 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

12 牛島 8 S 63年 1988年 31年 23 耐火 70年 39年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.60 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

12 牛島 9 S 63年 1988年 31年 23 耐火 70年 39年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.40 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

12 牛島 10 H 1年 1989年 30年 23 耐火 70年 40年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.60 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

12 牛島 11 H 1年 1989年 30年 23 耐火 70年 40年 ○ 5 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.40 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

13 牛島清水町 1 H 12年 2000年 19年 18 耐火 70年 51年 ○ 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 63.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ― ○ × ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

13 牛島清水町 2 H 14年 2002年 17年 30 耐火 70年 53年 ○ 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 63.50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ― ○ × ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

13 牛島清水町 3 H 16年 2004年 15年 42 耐火 70年 55年 ○ 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 51.05 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

14 四ッ谷 1 H 3年 1991年 28年 25 耐火 70年 42年 ○ 4 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.40 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

14 四ッ谷 2 H 3年 1991年 28年 37 耐火 70年 42年 ○ 5 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.50 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

14 四ッ谷 3 H 4年 1992年 27年 25 耐火 70年 43年 ○ 4 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.20 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

14 四ッ谷 4 H 4年 1992年 27年 37 耐火 70年 43年 ○ 5 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 63.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

14 四ッ谷 5 H 5年 1993年 26年 25 耐火 70年 44年 ○ 4 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.20 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

14 四ッ谷 6 H 5年 1993年 26年 37 耐火 70年 44年 ○ 5 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.50 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

14 四ッ谷 7 H 6年 1994年 25年 18 耐火 70年 45年 ○ 4 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.20 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

14 四ッ谷 8 H 6年 1994年 25年 25 耐火 70年 45年 ○ 4 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 63.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

14 四ッ谷 9 H 8年 1996年 23年 32 耐火 70年 47年 ○ 5 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 63.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 有 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

14 四ッ谷 10 H 8年 1996年 23年 29 耐火 70年 47年 ○ 4 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.20 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

14 四ッ谷 11 H 7年 1995年 24年 32 耐火 70年 46年 ○ 5 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 63.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

14 四ッ谷 12 H 7年 1995年 24年 32 耐火 70年 46年 ○ 5 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 63.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

15 高清水 1 S 54年 1979年 40年 16 耐火 70年 30年 × 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 59.40 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

15 高清水 2 S 54年 1979年 40年 24 耐火 70年 30年 × 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 59.40 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

15 高清水 3 S 54年 1979年 40年 28 耐火 70年 30年 × 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 56.70 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

15 高清水 4 S 55年 1980年 39年 20 耐火 70年 31年 × 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 58.60 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 有 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

16 高野 1 S 53年 1978年 41年 24 耐火 70年 29年 × 4 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 57.50 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

16 高野 2 S 53年 1978年 41年 12 耐火 70年 29年 × 3 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 54.80 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × ○ × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止
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評価

改善の必要性

17 外旭川 1 S 56年 1981年 38年 18 耐火 70年 32年 × 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 61.70 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

17 外旭川 2 S 56年 1981年 38年 18 耐火 70年 32年 × 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 62.70 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

17 外旭川 3 S 56年 1981年 38年 18 耐火 70年 32年 × 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 63.70 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

17 外旭川 4 S 57年 1982年 37年 18 耐火 70年 33年 × 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 64.70 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

17 外旭川 5 S 57年 1982年 37年 18 耐火 70年 33年 × 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 65.70 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

17 外旭川 6 S 57年 1982年 37年 18 耐火 70年 33年 × 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 66.70 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

17 外旭川 7 S 58年 1983年 36年 32 耐火 70年 34年 × 4 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 67.70 ○ × ○ ○ ○ × × × × × ― × × × × × 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

17 外旭川 8 H 9年 1997年 22年 24 耐火 70年 48年 ○ 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 63.10 ○ × ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ― ○ × ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

17 外旭川 9 H 10年 1998年 21年 24 耐火 70年 49年 ○ 3 継続管理する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 63.10 ○ × ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ― ○ × ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、又は建替

18 松渕 1 H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 80.97 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

18 松渕 2 H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 80.97 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

18 松渕 3 H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 80.97 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

18 松渕 4 H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 80.97 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

18 松渕 5 H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 80.97 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

18 松渕 6 H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 77.66 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

18 松渕 7 H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 77.66 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

18 松渕 8 H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 77.66 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

18 松渕 9 H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 77.66 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

18 松渕 10 H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 77.66 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

19 糠塚 6Ａ H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 81.51 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

19 糠塚 6Ｂ H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 81.51 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

19 糠塚 7Ａ H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 81.51 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

19 糠塚 7Ｂ H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 81.51 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

19 糠塚 Ａ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 62.81 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 無 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

19 糠塚 Ｂ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 62.81 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 無 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

19 糠塚 Ｃ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 62.81 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 無 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

19 糠塚 Ｄ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 62.81 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 無 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

19 糠塚 Ｅ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 62.81 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 無 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

19 糠塚 Ｆ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 62.81 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 無 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

19 糠塚 Ｇ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 66.11 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 無 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

19 糠塚 Ｈ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 66.11 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 無 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

20 新波 1 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 81.59 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― × × × ○ × × ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

20 新波 2 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 81.59 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― × × × ○ × × ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

20 新波 3 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 81.59 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― × × × ○ × × ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

20 新波 4 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 81.59 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― × × × ○ × × ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

20 新波 5 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 81.33 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― × × × ○ × × ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

20 新波 6 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 81.33 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― × × × ○ × × ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

20 新波 7 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 81.33 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― × × × ○ × × ○ ○ ○ 無 無 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

21 河辺松渕一般特定 11 H 6年 1994年 25年 1 木造 30年 5年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 87.58 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

21 河辺松渕一般特定 12 H 6年 1994年 25年 1 木造 30年 5年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 87.58 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

21 河辺松渕一般特定 13 H 6年 1994年 25年 1 木造 30年 5年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 87.58 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

21 河辺松渕一般特定 14 H 6年 1994年 25年 1 木造 30年 5年 ○ 1 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 87.58 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

22 河辺松渕単身特定 1 H 3年 1991年 28年 24 耐火 70年 42年 ○ 4 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ 居住性判定へ⇒ 33.00 × × ○ ○ ○ × × × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止

23 雄和糠塚一般特定 1-A H 2年 1990年 29年 1 木造 30年 1年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 80.32 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

23 雄和糠塚一般特定 1-B H 2年 1990年 29年 1 木造 30年 1年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 80.32 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

23 雄和糠塚一般特定 2-A H 2年 1990年 29年 1 木造 30年 1年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 80.32 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

23 雄和糠塚一般特定 2-B H 2年 1990年 29年 1 木造 30年 1年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 80.32 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

23 雄和糠塚一般特定 3-A H 2年 1990年 29年 1 木造 30年 1年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 80.32 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

23 雄和糠塚一般特定 3-B H 2年 1990年 29年 1 木造 30年 1年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 80.32 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

23 雄和糠塚一般特定 4-A H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 81.15 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

23 雄和糠塚一般特定 4-B H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 81.15 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

23 雄和糠塚一般特定 5-A H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 81.15 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

23 雄和糠塚一般特定 5-B H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 81.15 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 有 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

23 雄和糠塚一般特定 6 H 1年 1989年 30年 1 木造 30年 0年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 108.88 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 無 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止

23 雄和糠塚一般特定 7 H 1年 1989年 30年 1 木造 30年 0年 ○ 2 継続管理について判断を留保する団地 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 優先的な対応が必要（改善可能） 108.88 ○ × ○ ○ ○ × ― × × × × × × ○ ○ ○ 有 無 無 有 × 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止
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 ２次判定 

２次判定では、１次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟（【Ａグルー

プ】改善事業を実施するのか、建替事業を実施するのか、【Ｂグループ】将来にわたって継続管理

するのか、建替を前提とせず当面管理するのか）を対象として、事業手法を仮設定します。 

 

【Ａグループ】 

③-1 LCC 比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定 

１次判定で【Ａグループ】（継続管理する団地のうち、改善か建替かの判断を留保する団地・住

棟）と判定した団地・住棟について、LCC 比較等の実施により、改善事業を実施するのか、建替事

業を実施するのか、事業手法を仮設定します。 

LCC は当該建物の劣化状況によるものとし、各住棟の点検結果を確認すると、本計画では耐用年

限の２分の１を経過していない住棟又は木造の住棟は、大きな劣化状況がみられないことから「改

善後の LCC」＜「建替を行った場合の LCC」（事業手法は改善を選択）となることを想定し、耐用

年限の２分の１を経過している住棟（木造の住棟を除く）は「改善後の LCC」＞「建替を行った場

合の LCC」（事業手法は建替を選択）となることを想定します。 

また、市の財政負担を考慮し、建替事業は補助金が適用される法定建替による実施を想定する

ものとし、要件となる耐用年限の２分の１を経過していない住棟は、公営住宅法に基づく建替と

ならない（補助が適用されない）ことから、建替を選択することは適当ではないとします。 

 

表 8-6 A グループの建替又は改善の判断を留保した住棟の事業手法の仮設定方法 

 事業手法の仮設定 

耐用年限の２分の１を経過しない住棟又は木造の住棟 

（=LCC が「改善後」＜「建替」） 
「改善」 

耐用年限の２分の１を経過する住棟 ※木造の住棟を除く 

（=LCC が「改善後」＞「建替」） 
「建替」 

表 8-7 A グループにおける事業手法の仮設定結果 

団地・住棟名 耐用年限 LCC 事業手法の仮設定 

川尻【全棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 改善 

旭南【1～10 棟】 1/2 未満 「改善後」＞「建替」 建替 

旭南【11,12 棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 改善 

茨島【全棟】 1/2 未満 「改善後」＞「建替」 建替 

横森【全棟】 1/2 未満 「改善後」＞「建替」 建替 

広面【全棟】 1/2 未満 「改善後」＞「建替」 建替 

新屋比内町【全棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 改善 

新屋扇町【全棟】 1/2 未満 「改善後」＞「建替」 建替 

御所野元町【全棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 改善 

牛島【1,2 棟】 1/2 未満 「改善後」＞「建替」 建替 

牛島【3～11 棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 改善 

牛島清水町【全棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 改善 

高清水【全棟】 1/2 未満 「改善後」＞「建替」 建替 

外旭川【1～7棟】 1/2 未満 「改善後」＞「建替」 建替 

外旭川【8,9 棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 改善 
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【Ｂグループ】 

③-2 将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 

１次判定で【Ｂグループ】となった団地を対象として、将来的に必要なストック量の推計結果を

踏まえ、将来にわたって「継続管理する団地」とするのか、将来的には他団地との集約等により用

途廃止することを想定する「当面管理する団地（建替を前提としない）」とするのかの判定を行い

ます。 

【Ｂグループ】の事業手法の仮設定は、「住宅セーフティネット供給量算定プログラム（国土交

通省）」に基づき行った、計画期間（10 年間）に発生する公営住宅等による要支援世帯数の推計結

果（＝公営住宅需要の見通し）を踏まえて実施します。 

推計の結果、真に住宅の確保が困難な住宅確保要配慮世帯と公営住宅入居世帯のうち低所得者以

外の有資格者世帯を考慮すると、令和 12 年における必要戸数は 4,773 戸となります。そのため、

計画期間である今後 10 年間においては、現状の公営住宅戸数を維持することとし、真に住宅に困

窮する世帯へ適切に供給するために、高額所得者や収入超過者の住替え促進および適正な管理と入

居の推進を図るものとします。 

一方、中長期的にみると、将来的な人口減少に伴う必要な公営住宅戸数の減少が想定されること

から、計画期間後の中長期見通しにおいて用途廃止等の検討を行うものとし、特に近年の多発化す

る災害の状況を踏まえ、土砂災害警戒区域に含まれる団地（高野、糠塚、糠塚一般）について優先

的な用途廃止の検討を行うものとします。 

 

表 8-8 公営住宅供給の目標量の推計結果 

 
資料：住宅セーフティネット供給量算定プログラムに基づく算定結果 

 

 

 

  

令和22年 令和32年

Ａ 市営住宅戸数 2,344戸 2,344戸 2,344戸

Ｂ 県営住宅戸数 1,789戸 1,789戸 1,789戸

4,133戸 4,133戸 4,133戸

優先的に配慮すべき低所得者世帯

（令和12年度①+②+ａ．）

公営住宅入居世帯のうち低所得者以外の有資格者世帯

（令和12年度ｂ．）

4,773世帯(戸) 4,719世帯(戸) 4,666世帯(戸)

Ｆ 必要な住宅戸数を考慮した、維持する公営住宅戸数 4,133世帯(戸) 4,133世帯(戸) 4,133世帯(戸)

必要な公営住宅戸数（Ｄ＋Ｅ）

Ｃ：公営住宅戸数（Ａ＋Ｂ）

2,908世帯(戸)

1,758世帯(戸)

戸数・世帯数

Ｄ 2,999世帯(戸)

Ｅ 1,774世帯(戸)

2,953世帯(戸)

1,766世帯(戸)

令和12年
参考
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そのため、市が管理する公営住宅は、基本的に「継続管理する団地」としますが、土砂災害警戒区域

に含まれる団地（高野、糠塚、糠塚一般）については「当面管理する団地（建替を前提としない）」と

し、計画期間後に用途廃止の検討を行うものとします。 

また、「継続管理する団地」のうち、１次判定②-2 において、「改善が必要」又は「優先的な対応が

必要（改善可能）」と判定された団地は、改善事業を実施するのか、建替事業を実施するのか、LCC 比

較により判定を行います。判定は２次判定③-1 同様、当該建物の劣化状況によるものとし、耐用年限の

２分の１を経過していない住棟又は木造の住棟は、「改善後の LCC」＜「建替を行った場合の LCC」（事

業手法は改善を選択）となることを想定し、耐用年限の２分の１を経過している住棟（木造の住棟を除

く）は「改善後の LCC」＞「建替を行った場合の LCC」（事業手法は建替を選択）となることを想定し

ます。 

なお、「継続管理する団地」のうち、１次判定②-2 において、「優先的な対応が必要（改善不可能）」

と判定された手形山住宅は「優先的な建替」となります。 

 

表 8-9 B グループのうち「当面管理する団地」における事業手法の仮設定結果 

１次判定結果 団地・住棟名 事業手法の仮設定 

改善、建替、又は用途廃止 高野【全棟】 改善し当面維持管理 

優先的な改善、優先的な建替、又は優先

的な用途廃止 

糠塚【全棟】 優先的に改善し当面維持管理 

糠塚一般【全棟】 優先的に改善し当面維持管理 

 

表 8-10 B グループのうち「継続管理する団地」における事業手法の仮設定結果 

１次判定②-2 １次判定結果 団地・住棟名 耐用年限 LCC 
事業手法の 

仮設定 

「改善が必要」 

又は 

「優先的な対応

が必要 

（改善可能）」 

改善、建替、 

又は用途廃止 

新屋日吉町【全棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 改善 

四ツ谷【全棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 改善 

新波【全棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 改善 

松渕単身【全棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 改善 

優先的な改善、

優先的な建替、

又は優先的な

用途廃止 

松渕【全棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 優先的な改善 

松渕一般【全棟】 1/2 以上 「改善後」＜「建替」 優先的な改善 

「優先的な対応

が必要 

（改善不可能）」 

優先的な建替 手形山【全棟】 ― ― 優先的な建替 
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【２次判定結果】 

 

表 8-11 ２次判定の判定結果 

 
改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要 

（改善可能） 

優先的な対応が必要 

（改善不可能） 

継
続
管
理
す
る
団
地 

維持管理 改善 建替 
優先的な 

改善 

優先的な 

建替 
優先的な建替 

◇高梨台 

【全棟】 
 

 

◇川尻 

【全棟】 

◇旭南 
【11,12棟】 

◇新屋比

内町 
【全棟】 
◇新屋日

吉町 
【全棟】 
◇御所野

元町 
【全棟】 
◇牛島 
【3～11棟】 

◇牛島清

水町 

【全棟】 

◇四ツ谷 
【全棟】 
◇外旭川 

【8,9棟】 

◇新波 
【全棟】 
◇松渕単 

 身 
【全棟】 

 

◇旭南 
【1～10棟】 

◇茨島 
【全棟】 
◇横森 
【全棟】 
◇広面 
【全棟】 
◇新屋扇

町 
【全棟】 
◇牛島 
【1,2棟】 

◇高清水 
【全棟】 
◇外旭川 

【1～7棟】 

 

◇松渕 

【全棟】 

◇松渕一 

 般 

【全棟】 

 

該当なし 
◇手形山 

【全棟】 
 

 

当面維持 

管理 

用途 

廃止 

改善し当面

維持管理 
用途廃止 

優先的に 

改善し当面

維持管理 

優先的な 

用途廃止 
優先的な用途廃止 

 

該当なし 

 

該当なし 

 

◇高野 
【全棟】 

 

該当なし 

 

◇糠塚 
【全棟】 
◇糠塚一 

 般 
【全棟】 

 

該当なし 

 

該当なし 

   

当
面
管
理
す
る
団
地
（
建
替
を
前
提
と
し
な
い
） 
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 ３次判定 

３次判定においては、１次判定および２次判定の結果を基本とし、効率性等の総合的な検討を図

るとともに、事業実施時期の調整検討等により、計画期間に実施する事業手法を決定します。 

 

④-1 集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

１次・２次判定結果を踏まえ、効率性やまちづくりの視点、地域単位の視点・他の事業主体等と

の連携の視点から総合的な検討を行い、事業の内容や実施時期等を設定します。 

 

◆「維持管理」と判断された住棟に係る検討 

２次判定で「維持管理」と判断された住棟は、いずれも木造住宅で築年数が２～４年となって

いることから、計画期間の事業手法は「維持管理」とするが、計画期間後の中長期的な期間にお

いて耐用年限を迎えることから、需要等の状況を勘案し、長寿命化型改善の実施や建替等につい

て検討を行うものとする。 

◆「改善」「優先的な改善」「改善し当面維持管理」「優先的に改善し当面維持管理」と判断さ

れた住棟に係る検討 

２次判定で「改善」「優先的な改善」「優先的に改善し当面維持管理」と判断された住棟は、

改善周期や緊急性に基づき事業実施の優先順位を決定することとし、計画期間において改善を実

施する必要がある住棟は、計画期間の事業手法を「改善」とする。その他の住棟については、計

画期間の事業手法を「維持管理」とし、計画期間後の中長期的な期間において改善を実施するこ

ととする。ただし、「当面維持管理」としている場合は、改善を実施せず、用途廃止等の検討を

行うものとする。また、計画期間内に耐用年限を迎える木造住宅については、一定の需要がみら

れることから、計画期間後の中長期的な期間において建替や用途廃止等の検討を行うものとす

る。 

◆「建替」と判断された住棟に係る検討 

２次判定で「建替」と判断された住棟は、いずれも耐用年限までの残年数が約 20 年以上とな

っていることから、「改善」「優先的な改善」と判断された住棟と同様に、長寿命化型改善の実

施等により、少なくとも耐用年限を目標とした管理を行うこととする。よって、計画期間におい

て改善を実施する必要がある住棟は、計画期間の事業手法を「改善」とし、その他の住棟につい

ては、計画期間の事業手法を「維持管理」とする。なお、いずれの住棟についても、計画期間後

の中長期的な期間において建替等の検討を行うものとする。 

◆「優先的な建替」と判断された住棟に係る検討 

２次判定で「優先的な建替」と判断された住棟は、既に耐用年限を迎えている、または計画期

間内に耐用年限を迎える住棟となっていることから、計画期間の事業手法を「建替」とし、優先

的な建替を進めることとする。 
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④-2 事業費の試算および事業実施時期の調整検討 

２次判定に基づき、令和３年度～令和 32 年度（30 年程度）までの中長期的な期間のうちに想定

される改善事業、建替事業等に係る年度別事業費を試算し、今後の見通しを立てます。 

事業量および事業費が時期的に偏在する場合は、将来にわたる事業実施が可能となるよう事業実

施期間を調整して、改めて試算し問題がないか確認を行います。 

以上より、改善事業、建替事業等の実施時期を決定するとともに、年度別事業費を試算します。 

なお、事業実施時期設定に係る留意事項は以下のとおりとし、それに基づき作成した長期的な管

理の見通しを次頁に示します。 

 

  【留意事項】 

 ・事業費試算に計上する改善は、長寿命化型改善の主な事業である「外壁改善」「屋上防水」（木

造は「屋根改修」「屋根・外壁塗装」）「上水道直結整備」とします。 

・前回改善から更新周期の 25 年以上が経過している住棟のうち、計画期間において長寿命化型

改善を実施しない住棟は、計画期間後の中期（2031～2040 年）で長寿命化型改善を実施する

こととします。また、現時点では前回改善から 25 年以上経過していないものについては、長

期（2041～2050 年）で長寿命化型改善を実施することとします。 

・計画期間および中長期的な期間において、建替および除却・用途廃止を検討するものについて

は、必要最低限の改善の実施後は、建替等までの期間を「当面維持管理（必要最低限の修繕）」

とします。なお、計画期間に建替を予定する手形山市営住宅は、それまでの期間を「当面維持

管理（必要最低限の修繕）」とします。 

 

 

 表 8-12 事業費試算に使用する単価 

 

 

更新周期 参考資料

建替※ 建設 18,850 千円/戸 -
「R2年度における住宅局所管事業に係る標準建設費等につい
て（国土交通省）」に基づく戸当たり附帯工事費　中層耐火構造
３～５階建（豪雪・地域3）

外壁改修 897 千円/戸 25年 過去実績

屋上防水 432 千円/戸 25年 過去実績

水道直結整備 442 千円/戸 - 過去実績

屋根改修 3,567 千円/戸 25年 過去実績（木造）

屋根・外壁塗装 27 千円/㎡ 15年 他都市事例（木造）

非木造 39 千円/㎡ -
「R2年度における住宅局所管事業に係る標準建設費等につい
て（国土交通省）」に基づく除却費上限

木造 27 千円/㎡ -
「R2年度における住宅局所管事業に係る標準建設費等につい
て（国土交通省）」に基づく除却費上限

※建替事業費は除却費を除く。

除却

事業種別 事業費の単価

改善



④-3 長期的な管理の見通しの作成【30年程度】

計画期間判定結果 中長期判定結果 事業項目
事業費
（千円）

事業項目
事業費
（千円）

事業項目
事業費
（千円）

事業項目
事業費
（千円）

1 S 61年 1986年 33年 27 耐火 70年 37年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 維持管理 35,859

2 S 62年 1987年 32年 27 耐火 70年 38年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 維持管理 35,859

3 H 2年 1990年 29年 27 耐火 70年 41年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 維持管理 外壁・屋根 35,859

4 H 2年 1990年 29年 27 耐火 70年 41年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 維持管理 35,859

5 H 1年 1989年 30年 36 耐火 70年 40年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 維持管理 47,812

6 S 63年 1988年 31年 27 耐火 70年 39年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 改善（長寿命化型） 外壁 24,206 11,653

7 S 63年 1988年 31年 18 耐火 70年 39年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 改善（長寿命化型） 外壁 16,138 7,768

1 S 45年 1970年 49年 12 耐火 70年 21年 × 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 5,302

2 S 45年 1970年 49年 24 耐火 70年 21年 × 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 10,605

3 S 45年 1970年 49年 16 耐火 70年 21年 × 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 外壁・上水道 21,414

4 S 46年 1971年 48年 30 耐火 70年 22年 × 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 13,256

5 S 46年 1971年 48年 30 耐火 70年 22年 × 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 13,256

6 S 46年 1971年 48年 30 耐火 70年 22年 × 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 40,152

7 S 47年 1972年 47年 20 耐火 70年 23年 × 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 26,768

8 S 47年 1972年 47年 30 耐火 70年 23年 × 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 上水道 13,256

9 S 47年 1972年 47年 30 耐火 70年 23年 × 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 40,152

10 S 47年 1972年 47年 30 耐火 70年 23年 × 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 40,152

11 H 6年 1994年 25年 17 耐火 70年 45年 ○ 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 22,578

12 H 6年 1994年 25年 23 耐火 70年 45年 ○ 8年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 30,547

3 茨島 1 S 58年 1983年 36年 24 耐火 70年 34年 × 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

1 S 49年 1974年 45年 8 簡二 45年 0年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

2 S 49年 1974年 45年 8 簡二 45年 0年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

3 S 49年 1974年 45年 8 簡二 45年 0年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

4 S 51年 1976年 43年 6 簡二 45年 2年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 113,100

5 S 51年 1976年 43年 6 簡二 45年 2年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 113,100

6 S 51年 1976年 43年 7 簡二 45年 2年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 131,950

7 S 51年 1976年 43年 7 簡二 45年 2年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 131,950

8 S 49年 1974年 45年 8 簡二 45年 0年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

9 S 49年 1974年 45年 8 簡二 45年 0年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

10 S 49年 1974年 45年 8 簡二 45年 0年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

11 S 50年 1975年 44年 8 簡二 45年 1年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

12 S 50年 1975年 44年 8 簡二 45年 1年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

14 S 51年 1976年 43年 7 簡二 45年 2年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 131,950

15 S 51年 1976年 43年 7 簡二 45年 2年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 131,950

16 S 51年 1976年 43年 8 簡二 45年 2年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

17 S 52年 1977年 42年 8 簡二 45年 3年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

18 S 52年 1977年 42年 8 簡二 45年 3年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

19 S 52年 1977年 42年 8 簡二 45年 3年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

20 S 52年 1977年 42年 8 簡二 45年 3年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

21 S 52年 1977年 42年 8 簡二 45年 3年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 150,800

22 S 52年 1977年 42年 4 簡二 45年 3年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 75,400

23 S 52年 1977年 42年 4 簡二 45年 3年 × 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替 ― 建替 75,400

1 S 48年 1973年 46年 24 耐火 70年 24年 × 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 32,121

2 S 48年 1973年 46年 24 耐火 70年 24年 × 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 32,121

3 S 48年 1973年 46年 24 耐火 70年 24年 × 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 21,517 10,605

4 S 48年 1973年 46年 24 耐火 70年 24年 × 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 21,517 10,605

5 S 53年 1978年 41年 15 耐火 70年 29年 × 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 13,448 6,628

1 H 27年 2015年 4年 5 木造 30年 26年 ○ 2年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 6,641

2 H 27年 2015年 4年 5 木造 30年 26年 ○ 2年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 6,641

3 H 28年 2016年 3年 5 木造 30年 27年 ○ 2年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 6,641

4 H 28年 2016年 3年 5 木造 30年 27年 ○ 2年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 6,641

5 H 29年 2017年 2年 5 木造 30年 28年 ○ 2年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 6,641

6 H 29年 2017年 2年 5 木造 30年 28年 ○ 2年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 6,641

7 H 27年 2015年 4年 4 木造 30年 26年 ○ 1年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 5,312

8 H 27年 2015年 4年 4 木造 30年 26年 ○ 1年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 5,312

9 H 28年 2016年 3年 4 木造 30年 27年 ○ 1年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 5,312

10 H 28年 2016年 3年 4 木造 30年 27年 ○ 1年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 5,312

11 H 29年 2017年 2年 4 木造 30年 28年 ○ 1年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 5,312

12 H 29年 2017年 2年 6 木造 30年 28年 ○ 2年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 7,969

13 H 29年 2017年 2年 4 木造 30年 28年 ○ 2年 継続管理する団地 改善不要 維持管理 維持管理 維持管理 改善（長寿命化型） 5,312

長寿命化型改善の事業スケジュール（予定）

2021～2025（R3～R7） 2026～2030（R8～R12）

計画期間

維持管理

屋根

維持管理外壁・屋根

外壁・屋根

― ―

建替等について検討

維持管理

維持管理

建替等について検討

1次判定
結果

２次判定結果

３次判定結果

旭南2

川尻1

団地
№

団地名称

住
棟
番
号

建築年度 築年数

維持管理 維持管理

横森5

手形山4

高梨台6

戸数 耐火
2031～2040（R13～R22）

耐用年
数

残年数

耐用年
数1/2
以上ま
たは木

造

階数
1次判定

②-1
結果

1次判定
②-2
結果

判定結果

長期中期

2041～2050（R23～R32）

外壁・屋根

外壁・屋根

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

上水道

上水道

維持管理外壁・上水道

外壁・上水道

維持管理

建替等について検討

建替等について検討

建替等について検討建替等について検討

維持管理 維持管理

当面維持管理
（必要最低限の修繕）

外壁・上水道 維持管理

外壁 上水道

48



計画期間判定結果 中長期判定結果 事業項目
事業費
（千円）

事業項目
事業費
（千円）

事業項目
事業費
（千円）

事業項目
事業費
（千円）

長寿命化型改善の事業スケジュール（予定）

2021～2025（R3～R7） 2026～2030（R8～R12）

計画期間

1次判定
結果

２次判定結果

３次判定結果団地
№

団地名称

住
棟
番
号

建築年度 築年数 戸数 耐火
2031～2040（R13～R22）

耐用年
数

残年数

耐用年
数1/2
以上ま
たは木

造

階数
1次判定

②-1
結果

1次判定
②-2
結果

判定結果

長期中期

2041～2050（R23～R32）

1 S 55年 1980年 39年 18 耐火 70年 31年 × 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

2 S 55年 1980年 39年 18 耐火 70年 31年 × 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

1 H 20年 2008年 11年 23 耐火 70年 59年 ○ 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 30,547

2 H 20年 2008年 11年 18 耐火 70年 59年 ○ 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 23,906

3 H 20年 2008年 11年 21 耐火 70年 59年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 27,890

4 H 20年 2008年 11年 30 耐火 70年 59年 ○ 6年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 39,843

5 H 20年 2008年 11年 24 耐火 70年 59年 ○ 6年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 31,875

6 H 20年 2008年 11年 14 耐火 70年 59年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 18,594

7 H 21年 2009年 10年 22 耐火 70年 60年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 29,218

8 H 21年 2009年 10年 30 耐火 70年 60年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 39,843

9 H 21年 2009年 10年 20 耐火 70年 60年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 26,562

10 H 21年 2009年 10年 12 耐火 70年 60年 ○ 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 15,937

11 H 21年 2009年 10年 19 耐火 70年 60年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 25,234

12 H 21年 2009年 10年 27 耐火 70年 60年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 35,859

1 H 1年 1989年 30年 12 耐火 70年 40年 ○ 3年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 15,937

2 H 1年 1989年 30年 16 耐火 70年 40年 ○ 3年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 21,250

3 H 2年 1990年 29年 12 耐火 70年 41年 ○ 3年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 15,937

4 H 2年 1990年 29年 11 耐火 70年 41年 ○ 3年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 14,609

10 新屋扇町 1 S 53年 1978年 41年 15 耐火 70年 29年 × 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

1 H 3年 1991年 28年 20 耐火 70年 42年 ○ 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 17,931 8,632

2 H 5年 1993年 26年 21 耐火 70年 44年 ○ 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 18,827 9,063

3 H 6年 1994年 25年 21 耐火 70年 45年 ○ 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 18,827 9,063

1 S 59年 1984年 35年 27 耐火 70年 35年 × 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 35,859

2 S 59年 1984年 35年 36 耐火 70年 35年 × 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 47,812

3 S 60年 1985年 34年 27 耐火 70年 36年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 維持管理 35,859

4 S 60年 1985年 34年 36 耐火 70年 36年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 維持管理 47,812

5 S 61年 1986年 33年 27 耐火 70年 37年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 維持管理 35,859

6 S 61年 1986年 33年 27 耐火 70年 37年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 維持管理 35,859

7 S 62年 1987年 32年 27 耐火 70年 38年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 維持管理 35,859

8 S 63年 1988年 31年 23 耐火 70年 39年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 維持管理 屋根 9,926 外壁 20,620

9 S 63年 1988年 31年 23 耐火 70年 39年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 外壁・屋根 30,547

10 H 1年 1989年 30年 23 耐火 70年 40年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善（長寿命化型） 維持管理 外壁・屋根 30,547

11 H 1年 1989年 30年 23 耐火 70年 40年 ○ 5年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 外壁・屋根 30,547

1 H 12年 2000年 19年 18 耐火 70年 51年 ○ 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 23,906

2 H 14年 2002年 17年 30 耐火 70年 53年 ○ 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 39,843

3 H 16年 2004年 15年 42 耐火 70年 55年 ○ 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 55,781

1 H 3年 1991年 28年 25 耐火 70年 42年 ○ 4年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 22,413 10,790

2 H 3年 1991年 28年 37 耐火 70年 42年 ○ 5年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 33,172 15,969

3 H 4年 1992年 27年 25 耐火 70年 43年 ○ 4年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 22,413 10,790

4 H 4年 1992年 27年 37 耐火 70年 43年 ○ 5年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 33,172 15,969

5 H 5年 1993年 26年 25 耐火 70年 44年 ○ 4年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 33,203

6 H 5年 1993年 26年 37 耐火 70年 44年 ○ 5年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 49,140

7 H 6年 1994年 25年 18 耐火 70年 45年 ○ 4年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 23,906

8 H 6年 1994年 25年 25 耐火 70年 45年 ○ 4年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 33,203

9 H 8年 1996年 23年 32 耐火 70年 47年 ○ 5年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 42,500

10 H 8年 1996年 23年 29 耐火 70年 47年 ○ 4年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 外壁・屋根 38,515

11 H 7年 1995年 24年 32 耐火 70年 46年 ○ 5年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 42,500

12 H 7年 1995年 24年 32 耐火 70年 46年 ○ 5年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 42,500

1 S 54年 1979年 40年 16 耐火 70年 30年 × 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

2 S 54年 1979年 40年 24 耐火 70年 30年 × 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

3 S 54年 1979年 40年 28 耐火 70年 30年 × 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

4 S 55年 1980年 39年 20 耐火 70年 31年 × 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善（長寿命化型） 建替（検討） 屋根 8,632

1 S 53年 1978年 41年 24 耐火 70年 29年 × 4年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

2 S 53年 1978年 41年 12 耐火 70年 29年 × 3年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

外壁・屋根

維持管理

建替等について検討 建替等について検討

建替等について検討 建替等について検討

維持管理

維持管理外壁・屋根

建替等について検討

屋根

屋根

建替等について検討

維持管理維持管理

維持管理

維持管理

建替等について検討

外壁

外壁

外壁・屋根

除却または用途廃止
について検討

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理 維持管理

維持管理 維持管理

維持管理

維持管理

維持管理 維持管理

維持管理

当面維持管理
（必要最低限の修繕）

当面維持管理
（必要最低限の修繕）

高清水15

御所野元町11

新屋日吉町9

四ッ谷14

牛島清水町13

牛島12

新屋比内町8

広面7

高野16

維持管理

外壁・屋根

外壁・屋根

建替等について検討

維持管理

維持管理

維持管理

外壁・屋根

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

除却または用途廃止
について検討
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計画期間判定結果 中長期判定結果 事業項目
事業費
（千円）

事業項目
事業費
（千円）

事業項目
事業費
（千円）

事業項目
事業費
（千円）

長寿命化型改善の事業スケジュール（予定）

2021～2025（R3～R7） 2026～2030（R8～R12）

計画期間

1次判定
結果

２次判定結果

３次判定結果団地
№

団地名称

住
棟
番
号

建築年度 築年数 戸数 耐火
2031～2040（R13～R22）

耐用年
数

残年数

耐用年
数1/2
以上ま
たは木

造

階数
1次判定

②-1
結果

1次判定
②-2
結果

判定結果

長期中期

2041～2050（R23～R32）

1 S 56年 1981年 38年 18 耐火 70年 32年 × 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

2 S 56年 1981年 38年 18 耐火 70年 32年 × 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

3 S 56年 1981年 38年 18 耐火 70年 32年 × 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

4 S 57年 1982年 37年 18 耐火 70年 33年 × 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

5 S 57年 1982年 37年 18 耐火 70年 33年 × 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

6 S 57年 1982年 37年 18 耐火 70年 33年 × 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

7 S 58年 1983年 36年 32 耐火 70年 34年 × 4年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 建替 改善 建替（検討）

8 H 9年 1997年 22年 24 耐火 70年 48年 ○ 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 31,875

9 H 10年 1998年 21年 24 耐火 70年 49年 ○ 3年 継続管理する団地 改善が必要 改善、又は建替 改善 改善 改善（長寿命化型） 31,875

1 H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

2 H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

3 H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

4 H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

5 H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

6 H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

7 H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

8 H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

9 H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

10 H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

6Ａ H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

6Ｂ H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

7Ａ H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

7Ｂ H 4年 1992年 27年 1 木造 30年 3年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

Ａ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

Ｂ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

Ｃ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

Ｄ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

Ｅ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

Ｆ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

Ｇ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

Ｈ H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

1 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 5,801

2 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 5,801

3 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 5,801

4 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 5,801

5 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 5,794

6 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 5,794

7 H 11年 1999年 20年 1 木造 30年 10年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 5,794

11 H 6年 1994年 25年 1 木造 30年 5年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

12 H 6年 1994年 25年 1 木造 30年 5年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

13 H 6年 1994年 25年 1 木造 30年 5年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

14 H 6年 1994年 25年 1 木造 30年 5年 ○ 1年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な改善 改善 建替（検討）

22 河辺松渕単身特定

1 H 3年 1991年 28年 24 耐火 70年 42年 ○ 4年 継続管理について判断を留保する団地 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 改善 改善 改善（長寿命化型） 外壁・屋根 31,875

1-A H 2年 1990年 29年 1 木造 30年 1年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

1-B H 2年 1990年 29年 1 木造 30年 1年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

2-A H 2年 1990年 29年 1 木造 30年 1年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

2-B H 2年 1990年 29年 1 木造 30年 1年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

3-A H 2年 1990年 29年 1 木造 30年 1年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

3-B H 2年 1990年 29年 1 木造 30年 1年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

4-A H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

4-B H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

5-A H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

5-B H 3年 1991年 28年 1 木造 30年 2年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

6 H 1年 1989年 30年 1 木造 30年 0年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

7 H 1年 1989年 30年 1 木造 30年 0年 ○ 2年 継続管理について判断を留保する団地 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 改善 用途廃止（検討）

除却または用途廃止
について検討

当面維持管理
（必要最低限の修繕）

除却または用途廃止
について検討

建替等について検討

除却または用途廃止
について検討

当面維持管理
（必要最低限の修繕）

建替等について検討

維持管理

建替等について検討

当面維持管理
（必要最低限の修繕）

除却または用途廃止
について検討

維持管理 外壁・屋根

外壁・屋根維持管理

建替等について検討建替等について検討

維持管理

維持管理 維持管理

維持管理 維持管理

当面維持管理
（必要最低限の修繕）

当面維持管理
（必要最低限の修繕）

糠塚19

松渕18

外旭川17

雄和糠塚一般特定23

河辺松渕一般特定21

新波20

維持管理

当面維持管理
（必要最低限の修繕）

当面維持管理
（必要最低限の修繕）

建替等について検討
当面維持管理

（必要最低限の修繕）

50
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④-4 計画期間における事業手法の決定 
長期的な管理の見通しに基づき、計画期間（10 年間）内に実施を想定する事業を以下のように決定

します。また、次頁に事業手法別の戸数を整理します。 

 
表 8-13 ３次判定の結果まとめ（計画期間内の事業手法） 

維持管理 改善 建替 用途廃止 

１団地 / 13 棟 / 60 戸 
長寿命化型改善 

５団地 / 32 棟 / 825 戸 １団地 / 22 棟 / 160 戸 計画期間は該当なし 
 

◇高梨台【全棟】 

 

◇川尻【全棟】 

◇旭南【1～10 棟】 

◇横森【全棟】 

◇牛島【1～8、10 棟】 

◇高清水【4棟】 

 

 

◇手形山【全棟】  

 
その他改善 

19 団地 / 102 棟 / 1,339 戸 

  

 

 

 

◇旭南【11～12 棟】 

◇茨島【全棟】 

◇広面【全棟】 

◇新屋比内町【全棟】 

◇新屋日吉町【全棟】 

◇新屋扇町【全棟】 

◇御所野元町【全棟】 

◇牛島【9、11 棟】 

◇牛島清水町【全棟】 

◇四ツ谷【全棟】 

◇高清水【1～3棟】 

◇高野【全棟】 

◇外旭川【全棟】 

◇松渕【全棟】 

◇糠塚【全棟】 

◇新波【全棟】 

◇河辺松渕一般【全棟】 

◇河辺松渕単身【全棟】 

◇雄和糠塚一般【全棟】 
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表 8-14 公営住宅等の事業手法の戸数 

 

※１：計画期間および中長期見通しにおいて維持管理を行う予定の住戸は計画修繕対応とする。 

※２：計画期間および中長期見通しにおいて用途廃止の検討を行う住戸は、用途廃止実施年まで当面維持管理

（必要最低限の修繕）とし、「その他戸数」に含む。 

※３：用途廃止の検討を行う住戸は「6～10 年目」としているが、入居者の移動先等の状況を勘案し、計画期間

内で実施を検討するものとする。 

  

2,384 戸 2,384 戸 ― 戸

0 戸 0 戸 0 戸

2,384 戸 2,224 戸 ― 戸

うち計画修繕対応戸数※１ 1,609 戸 1,780 戸 ― 戸

うち改善事業予定戸数 541 戸 370 戸 911 戸

個別改善事業予定戸数 541 戸 370 戸 911 戸

全面的改善事業予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸

うちその他戸数※２ 234 戸 74 戸 ― 戸

0 戸 160 戸 160 戸

0 戸 0 戸 0 戸

１～５年目 ６～10年目 合　計

公営住宅等管理戸数

・新規整備事業予定戸数 

・維持管理予定戸数

・建替事業予定戸数

・用途廃止検討戸数※３
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手法別実施方針 

8-1．点検の実施方針 

公営住宅等は、長寿命化のみならず、入居者の安全性や居住性の確保を図るため、予防保全の観点で

定期的な点検等を行うことが重要であることから、引き続き、法定点検および日常点検を実施すること

とします。なお、法定点検の実施時期については、建築物は３年以内ごと、建築設備等は１年以内ごと

に実施することとします。また、点検結果は修繕・維持管理の的確な実施や次回の点検に役立てること

とします。 

 

8-2．計画修繕の実施方針 

公営住宅等を長期にわたって良好に維持管理していくため、公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成

28 年８月改定 国土交通省）に示される修繕項目別の修繕周期表を参考に、法定点検や日常点検の結果

を踏まえ、予防保全的な観点から修繕を実施します。 

なお、修繕周期を超過している住棟については、点検結果等を踏まえつつ、優先的に修繕を実施する

等の対応を行うこととしますが、事業実施時期の平準化についても考慮します。 

また、修繕を実施する際は、工事時期の近い修繕項目や建設年代の近い住棟の工事時期を調整するな

ど、工事の効率化・コストの軽減等に努めるとともに、改善事業と合わせた実施など、実施予定事業の

関連性を意識して適時適切な修繕を実施します。 
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【参考】公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28 年８月改定 国土交通省）の修繕周期表 

 

推定修繕 
項目 

対象部位等 工事区 
分 

修繕 
周期 

想定する修繕工事の仕様 

修繕の目的 
参
考
文
献 

安
全
性
の
確
保 

供
給
処
理
機
能
の
維
持 

劣
化
の
軽
減 
利
便
性
の
確
保 

美
観
の
維
持 
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推定修繕 
項目 対象部位等 工事区 

分 
修繕 
周期 

想定する修繕工事の仕様 

修繕の目的 
参
考
文
献 

安
全
性
の
確
保 

供
給
処
理
機
能
の
維
持 

劣
化
の
軽
減 

利
便
性
の
確
保 
美
観
の
維
持 
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推定修繕 
項目 対象部位等 工事区 

分 
修繕 
周期 

想定する修繕工事の仕様 

修繕の目的 
参
考
文
献 

安
全
性
の
確
保 

供
給
処
理
機
能
の
維
持 

劣
化
の
軽
減 

利
便
性
の
確
保 
美
観
の
維
持 
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推定修繕 
項目 対象部位等 工事区 

分 
修繕 
周期 

想定する修繕工事の仕様 

修繕の目的 
参
考
文
献 

安
全
性
の
確
保 

供
給
処
理
機
能
の
維
持 

劣
化
の
軽
減 

利
便
性
の
確
保 
美
観
の
維
持 
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8-3．改善事業の実施方針 

団地・住棟の状況に応じた改善事業の必要性・効果を考慮し、改善事業類型ごとの実施方針を以下の

とおりとします。 

本計画では、今後も継続管理を行う住棟を耐用年限まで活用するため、長寿命化型改善の実施が喫緊

の課題と捉え、過去の改善履歴等に基づく優先順位で、順次改善を実施します。また、高齢化に対応し、

共用部を中心としたバリアフリー化を進めますが、３階以上の住棟にあたっては、エレベーターの設置

は行わず、低層階への住替えや住戸内設備のバリアフリー化等による対応を検討することとします。 

 

○居住性向上改善 

・住戸・住棟設備の機能充実を行い、居住性向上を進めます。 

  【実施内容】受水槽・ポンプ設備改修工事、上水道直結工事、水道メーター取替工事 

 

○福祉対応型改善 

・高齢者等が安全・安心に居住できるよう、共用部等のバリアフリー化を進めます。 

  【実施内容】共用部等バリアフリー改修工事、住戸内部バリアフリー改修工事 

 

○安全性確保型改善 

・居住者が安全・安心に居住できるよう、住棟の安全性を高めます。 

  【実施内容】PS 外装材改修工事、火災警報器取替工事、ガス管更新工事 

 

○長寿命化型改善 

・長期的活用を図るべき住棟において、耐久性の向上、躯体への影響の低減、維持管理の容易性向

上の観点から予防保全的な改善を行います。 

  【実施内容】外壁塗装工事、屋上防水改修工事、屋根改修・塗装工事（木造）、 

上水道直結工事、給排水管改修工事 
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8-4．建替事業等の実施方針 

方針 

市営住宅等の建替については、既存住宅のストックを最大限有効活用することとし、経過年数等によ

り老朽化が進み、修繕や改善では対応できない住棟について最小限の建替を行っていくこととします。 

 

手形山市営住宅建替検討 

手形山市営住宅は、昭和 49 年～昭和 51 年にかけて建築された簡易耐火構造２階建て住宅で、令和

元年～令和４年に耐用年限を迎える状況となっており、著しい老朽化に対応し、計画期間内に建替事業

を実施することとします。 

建替の際は、現地建替を基本とし、現状の戸数（160 戸）を維持するとともに、当該地区は手形山風

致地区第３種に指定されていることから、該当する建築規制等に配慮したものとします。また、既存居

住者の高齢化率は 54.9％と高く、今後も高齢人口の割合が増加していくことが見込まれることから、

バリアフリーへの対応が必要となっています。一方で、利便性が高く今後も多様な世代のニーズへの対

応が必要となることが考えられることから、高齢者への対応のほか、単身世帯の増加への対応や子育て

世帯向け住戸の確保、多様な世代が共生できるような環境（交流スペース等）の導入について検討しま

す。 

なお、建替を行う際は、空き住戸の状況や劣化状況等を勘案し、建替住棟の優先順位を決定するとと

もに、既存居住者に対しては、団地内の空地を活用した優先的な整備による受け皿の確保を行うほか、

他の公営住宅の空き部屋へのあっせんや民間賃貸住宅等の活用を図り、無理のない住替えを実施します。

また、建替までの期間は新規の入居募集を停止し、修繕は必要最低限にとどめるものとします。  

 

手形山市営住宅建替のイメージ（参考）  

〇事業費：約３０億円（住棟の主体附帯工事費） 

〇事業期間：令和９年度から 

〇活用できる特定財源：社会資本整備総合交付金（４５％） 

〇建替戸数：１６０戸（建替前）→１６０戸（建替後） 

〇構造等：風致地区に該当していることから、建築規制や周辺環境との調和等に配慮しつつ、敷 

地を効率的に活用出来るよう構造等を検討します。 

〇住戸等：高齢世帯、単身世帯、子育て世帯など多様な世帯に配慮した複数の住戸タイプの供給 

を検討します（単身者向け：１ＬＤＫ等）。また、３階建以上の整備の場合はエレベータ

ーの設置を検討します。 

〇併設施設等：高齢化が進む入居者への福祉対応や負担軽減、子育て世帯に配慮し、高齢者施設 

        や保育所等の併設を検討します。  
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図 8-1 手形山市営住宅の立地状況 

表 8-1 風致地区第３種の建築許可基準 

 

 

     

     図 8-2 手形山風致地区の指定状況 

 

長寿命化のための事業実施予定一覧 

「公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28 年８月改定 国土交通省）」で示される以下様式に基づ

き、計画期間内の事業実施予定を整理します。 

 

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 

【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 

【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等） 

  

技術基準 第３種 

高さ 15m 以下 

建ぺい率 40％以下 

外壁後退距離（道路側） ２m以上 

外壁後退距離（隣地側） １m以上 

 

手形山市営住宅 
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【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供

給） 改良住宅

法定点検
法定点検に

準じた点検

手形山 手－1 8 簡二 S49 R8～R12

手形山 手－2 8 簡二 S49 R8～R12

手形山 手－3 8 簡二 S49 R8～R12

手形山 手－4 6 簡二 S51 R8～R12

手形山 手－5 6 簡二 S51 R8～R12

手形山 手－6 7 簡二 S51 R8～R12

手形山 手－7 7 簡二 S51 R8～R12

手形山 手－8 8 簡二 S49 R8～R12

手形山 手－9 8 簡二 S49 R8～R12

手形山 手－10 8 簡二 S49 R8～R12

手形山 手－11 8 簡二 S50 R8～R12

手形山 手－12 8 簡二 S50 R8～R12

手形山 手－14 7 簡二 S51 R8～R12

手形山 手－15 7 簡二 S51 R8～R12

手形山 手－16 8 簡二 S51 R8～R12

手形山 手－17 8 簡二 S52 R8～R12

手形山 手－18 8 簡二 S52 R8～R12

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度

秋田市

LCC
（千円/
年）

その他（　　　　　　　　　　）

次期点検時期

備考
新規又は
建替整備
予定年度
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【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供

給） 改良住宅

法定点検
法定点検に

準じた点検

手形山 手－19 8 簡二 S52 R8～R12

手形山 手－20 8 簡二 S52 R8～R12

手形山 手－21 8 簡二 S52 R8～R12

手形山 手－22 4 簡二 S52 R8～R12

手形山 手－23 4 簡二 S52 R8～R12

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

備考

秋田市

その他（　　　　　　　　　　）

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
次期点検時期 新規又は

建替整備
予定年度

LCC
（千円/
年）
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LCC とその縮減効果の算出 

計画期間内に長寿命化型改善事業を実施する住棟については、「ライフサイクルコスト（LCC）算定

プログラム」に基づき、LCC の縮減効果を算出します。 

 

10-1．LCC の算出方法 

長寿命化型改善事業による LCC の縮減効果は、「長寿命化型改善を実施する場合」と「実施しない場

合」について、それぞれ建設から除却までに要するコストを算出し、住棟単位の年平均費用で比較を行

います。 

なお、LCC 縮減効果は、「長寿命化型改善を実施する場合」の LCC が「長寿命化型改善を実施しない

場合」の LCC を下回った場合に、改善による LCC の縮減効果がありと判定されます。 

 

 

 

 

図 10-1 LCC 縮減効果の算出の基本的な考え方  



74 

 

 

 

①１棟のＬＣＣ縮減効果＝②ＬＣＣ（計画前）－③ＬＣＣ（計画後） 

〔単位 千円/棟・年〕 

 

 

 

②ＬＣＣ（計画前）＝
建設費＋修繕費＋除却費

評価期間（改善非実施）
 

〔単位 千円/棟・年〕 

＊（建設費＋修繕費＋除却費）は公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（LCC 算定対象）

を実施しない場合に想定される管理期間に要するコスト。 

 

・建設費：推定再建築費 

・修繕費：建設後、評価期間（改善非実施）末までに実施した修繕工事費（※） 

・除却費：評価期間（改善非実施）末に実施する除却工事費（※） 

・評価期間（改善非実施）：改善事業を実施しない場合に想定される管理期間 

※現時点以後、将来に発生するコスト（将来の修繕費、除却費）については、 

社会的割引率（４％）を適用して現在価値化する。 

 

 

③ＬＣＣ（計画後）＝
建設費＋改善費＋修繕費＋除却費

評価期間（改善実施）
 

〔単位 千円/棟・年〕 

＊（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）は公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（LCC 

算定対象）を実施する場合に想定される管理期間（目標管理期間）に要するコスト。 

 

・建設費：②の記載と同じ 

・改善費：公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業費および公営住宅等長寿命化計画の計画期間

以後に想定される改善事業費の総額から修繕費相当額を控除した額（※） 

・修繕費：建設後、評価期間（改善実施）末までに実施した修繕工事費（※） 

・除却費：評価期間（改善実施）末に実施する除却工事費（※） 

・評価期間（改善実施）：公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（LCC 算定対象）および公営

住宅等長寿命化計画の計画期間以後に想定される改善事業（LCC 算定対

象）を実施する場合に想定される管理期間（目標管理期間） 

※現時点以後、将来に発生するコスト（将来の修繕費、除却費）については、 

社会的割引率（４％）を適用して現在価値化する。 

  

＊ 

＊ 
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10-2．LCC 縮減効果の算出 

長寿命化型改善事業を行った場合の LCC 縮減効果は以下のとおりです。 

算定の結果、計画期間内の長寿命化型改善事業予定住棟の LCC は全てプラスであり、LCC 縮減効果

があると判定されました。 

 

表 10-1 公営住宅等の活用手法の戸数 

 
※算出の際の評価期間は、改善前を 50 年、改善後を 70 年と設定した。

  

団地名称

住
棟
番
号

築年数 戸数 耐火
耐用
年数

残年
数

改善前LCC
（千円/棟・年）

改善後LCC
（千円/棟・年）

LCC縮減効果
（千円/棟・年）

1 S 61年 1986年 33年 27 耐火 70年 37年 10,223 7,584 2,639

2 S 62年 1987年 32年 27 耐火 70年 38年 9,965 7,392 2,573

3 H 2年 1990年 29年 27 耐火 70年 41年 8,559 6,369 2,190

4 H 2年 1990年 29年 27 耐火 70年 41年 8,687 6,472 2,216

5 H 1年 1989年 30年 36 耐火 70年 40年 11,625 8,656 2,969

6 S 63年 1988年 31年 27 耐火 70年 39年 9,242 6,773 2,469

7 S 63年 1988年 31年 18 耐火 70年 39年 6,183 4,526 1,657

1 S 45年 1970年 49年 12 耐火 70年 21年 2,709 2,008 701

2 S 45年 1970年 49年 24 耐火 70年 21年 5,418 4,016 1,402

3 S 45年 1970年 49年 16 耐火 70年 21年 3,573 2,785 788

4 S 46年 1971年 48年 30 耐火 70年 22年 6,224 4,472 1,752

5 S 46年 1971年 48年 30 耐火 70年 22年 6,312 4,501 1,811

6 S 46年 1971年 48年 30 耐火 70年 22年 6,312 4,763 1,548

7 S 47年 1972年 47年 20 耐火 70年 23年 5,349 3,987 1,362

8 S 47年 1972年 47年 30 耐火 70年 23年 8,023 5,760 2,263

9 S 47年 1972年 47年 30 耐火 70年 23年 8,023 5,980 2,043

10 S 47年 1972年 47年 30 耐火 70年 23年 7,908 5,951 1,956

1 S 48年 1973年 46年 24 耐火 70年 24年 5,824 4,292 1,531

2 S 48年 1973年 46年 24 耐火 70年 24年 5,824 4,285 1,539

3 S 48年 1973年 46年 24 耐火 70年 24年 5,824 4,300 1,524

4 S 48年 1973年 46年 24 耐火 70年 24年 5,770 4,275 1,495

5 S 53年 1978年 41年 15 耐火 70年 29年 5,537 3,999 1,539

1 S 59年 1984年 35年 27 耐火 70年 35年 10,302 7,609 2,693

2 S 59年 1984年 35年 36 耐火 70年 35年 13,682 10,116 3,566

3 S 60年 1985年 34年 27 耐火 70年 36年 10,219 7,532 2,687

4 S 60年 1985年 34年 36 耐火 70年 36年 13,574 10,048 3,526

5 S 61年 1986年 33年 27 耐火 70年 37年 10,263 7,572 2,691

6 S 61年 1986年 33年 27 耐火 70年 37年 10,225 7,552 2,674

7 S 62年 1987年 32年 27 耐火 70年 38年 9,933 7,355 2,578

8 S 63年 1988年 31年 23 耐火 70年 39年 7,952 5,871 2,082

10 H 1年 1989年 30年 23 耐火 70年 40年 7,477 5,499 1,978

高清水 4 S 55年 1980年 39年 20 耐火 70年 31年 6,983 5,103 1,880

建築年度

川尻

旭南

横森

牛島
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